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は じ め に 

 

   高校改革が求められる中、文部省は約１０年ほど前から新しい高校像を模索してい

る。総合学科の設置および単位制高校への移行、新しいタイプの高校づくり、特色あ  

る学科・コース・類型の設置などを積極的に推し進めてきた。 

   本校も新しいタイプの高校として期待され、昭和６３年に全国に先駆けて「情報高

校」として設立開校された、工業系２学科、商業系２学科の専門高校である。  高

度情報化社会を担う人材を育てることを目的に様々な研究を行い、情報高校とし  

てのあり方を模索、実践してきた。しかし「情報教育」を中心とした指導を旗印に掲  

げてはいるものの、現実的な問題に翻弄されてきた観は否めない。教育指導体制不  

徹底、入学してくる生徒の目的意識の希薄化、学科の特色の不明確さ、進学偏重の意

識、情報技術の変化の早さと情報教育環境の対応の遅れ、新設校として抱える就職等

の進路問題、地域や中学校に十分理解されていない本校の教育理念、生徒の専門教科

離れ、数多くの情報高校としての研究実践、不十分な学科間の連携等様々な問題が山

積し、理想的な｢情報教育｣を展開してきたとはいえないのが現状である。 

 商業系の学科は「情報処理科」と「情報会計科」の２学科があるが、他校の商業系

学科の教育内容と大きく違う特色をあげるのは難しい現状にある。情報関連の授業単

位数は多いが「情報教育」の面から見るとまだまだ不十分といえる。上述のような現

実的な問題から、進学に重点をおいた教育システムであるとともに、就職・進学等の

進路実現のために上級資格取得中心の指導体系であり、生徒たちに伸び伸びとした環

境での「情報教育」を展開できてはいない。理想的な「情報教育」を求めても、常に

現実的な問題が立ちはだかり、大きな教育改革をすることができない状態にある。し

かし、生徒の生き生きしているとはいえない授業姿勢や学校生活の実態、消極的な職

業観、物足りなさを感じる社会性や生きる力等を目の当たりにすると、専門高校とし

ての職業教育の充実を図るための抜本的な指導体制の変革の必要性を感じる。勿論、

大きな視点で入試問題をはじめとする日本の教育体質の改革も必要であるが、完全学

校週５日制の導入や文部省の学習指導要領の改訂により、その変革の好機を得たので

ある。 

高等学校の学習指導要領改訂の趣旨は、完全学校週５日制の中でゆとりある教育活

動を展開し、生徒に「生きる力」を育成することがそのねらいとされている。具体的

な改訂内容としては「情報」「外国語」などの必履修科目や必履修の「総合的な学習

の時間」が新設され、必履修単位数はすべての学科で一律最低３１単位、卒業に必要

な単位数も現行の８０単位から７４単位以上とされ、全体の授業も約２割削減される。 

さらに、名称、目標、内容、単位数などを各学校で定めることができる学校設定教科・

科目を２０単位まで卒業要件単位に含めることができる。また、教育課程の弾力的編

成や、学校教育の弾力化、各学校の創意工夫を奨励している。 
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しかしながら、もろ手を上げて喜んでばかりはいられない内容も多分に突きつけられ

ている。情報教育が一般化され、専門的情報教育は専門学科が誕生することになるから

である。当然、本校の進むべき道は後者になると推察することができるが、商業教育と

しての情報処理教育のあり方も考えないわけにはいかない。１９７０年代から始まった

情報教育は、商業教育の中でその必要意義を高めている教育でもあるからである。 

  今回本校で行った教育課程の改訂は、専門教科のみの改訂であり、改訂の第１段階に

過ぎないが、多くの変革をその背景に含んでいる。最も重視したいことは、教師側の意

識変革であり、それに伴う生徒の意識変革である。しかしながら、新教育課程を展開し

てまだ４ヶ月あまりであり、改訂した結果が期待した教育効果をもたらすか否かの結論

を論じるには早計過ぎるため、研究発表としてはあまりにも不十分なものであることを

深くお詫びいたします。 

単なる問題提起としての発表ではありますが、是非、本校の取り組みの趣旨をご理解

いただき、同じ商業教育に携わる教育者として専門高校としての商業教育のあり方を模

索し、新しい社会を創り出す生徒達の教育環境をよりよいものにするために一緒に考え

ていただきたいという願いを込めて、ここに発表する次第です。 
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１ 戦後教育の変遷と社会情勢 

２ 商業教育の変化の過程 



Ⅰ 戦後教育の変遷と社会情勢 

年 教 育 に 関 す る 出 来 事 社   会   情   勢 
１９４５年 

(昭和20年) 
 

 

 

１９４６年 

(昭和21年) 
 

 

 

 

１９４７年 

(昭和22年) 
 

 

 

 

 

１９４８年 

(昭和23年) 
 

 

 

 

 

 

 

１９４９年 
(昭和 24年) 

「新日本建設の教育方針」文部省より提示（9月) 
マッカーサーが５つの改革指令     (10/10) 
・教育の自由 

 

 

文部省が「新教育の指針」を編集 

「教育刷新委員会」が内閣に設置初総会（9月） 
「職業教育及び職業指導委員会」設置（11月) 
 

 

 

教育基本法が制定（3月） 
小学校６年と中学校３年の義務教育、高校３年、大学４年の 

学校制度が定まる 

文部省が「あたらしい憲法のはなし」という教科書を発行（8
月） 

  教育課程に関する通達 戦後の「新教育」 
 

「高等学校設置基準」により、普通教育を主とする学科と専門

教育を主とする学科に分けられる 

後者には、農業・水産・工業・商業・家庭・厚生・商船等の学

科に分けられる（1月） 
 

「高等学校教育課程研究委員会」が設置 

普通教育を主とする高等学校の教育課程と実業を主とする高等

学校の教育課程の趣旨を調整 

 

「高等学校教育課程中職業教科の改正について」が発表 職業

に関する学科では、３０単位以上の職業科目を履修しなければ

ないと規定 
 
 

第二次世界大戦 終戦           (8/15) 
  鉱工業生産1/10・鉄鋼生産1.4% 
  石炭生産14%に減少（戦前と比較）     
労働組合法制定（12月) 
 

戦後最初の総選挙実施（4月） 
自由党総裁 吉田茂が首相となる（5月） 
農地改革法制定90%以上が自作農となり農民の生産意欲が高ま
る 

    ＜タバコ・ピース発売＞ 
 

日本国憲法施行（5/3） 
国会は「教育勅語」の排除・失効を決議（6月） 
                               
    ＜東京ブギウギ流行＞ 
 

 

 

中国での内戦激化 

大韓民国が成立（8月） 
朝鮮民主主義人民共和国成立（9月） 
           
  ＜帝銀事件＞ 

    ＜美空ひばりデビュー＞ 
    ＜太宰治、入水自殺＞ 
 

 

中華人民共和国が成立（10/1） 
ドイツ連邦共和国とドイツ民主共和国の二つのドイツが成立 

累計1億9200万ドルの貿易赤字    
    ＜湯川秀樹、ノーベル物理学賞＞ 



年 教 育 に 関 す る 出 来 事 社   会   情   勢 
１９５０年 

(昭和25年) 
 

 

 

 

 

１９５１年 

(昭和26年) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１９５２年 

(昭和27年) 
 

 

 

１９５５年 

(昭和30年) 
 

 

 

 

 

１９５６年 

 

 

 

                                           
新制中学で３年間学んだ者が新制高等学校を受験 

志願者数（学校数）もこの年からしだいに増加 

 

全国の農業・工業・商業・水産の各高等学校長会は、職業教育

の振興を図ろうと、「職業教育法制定推進委員会」を結成し、全

国的に運動を展開した（12月） 
 

学習指導要領試案改訂  

  戦後の「新教育」 
文部省が道徳教育振興方策および手引書要綱等を発表し、学校

教育全体の周到な計画のもとに一貫した道徳教育を行うことと

した。 

「産業教育振興法」が制定（6月） 
産業教育の定義や産業教育振興に関する国の任務、産業教育  

審議会の設置・組織・権限等、財政的援助について規定 

  中央産業教育審議会が設置される 
高等学校学科別生徒数の割合 

普通科62.8% 農業科8.5% 工業科8.8% 商業科 2.3% 水
産 

科0.4% 家庭科7.0% その他0.2% 
 

高校進学率は50%を超える 
大学・短大への進学率は 10.1%                

朝鮮戦争が始まる（6/25） 
 国連が軍事制裁を決定→在日アメリカ軍出動 

  アメリカから大量の軍需品・兵器の修理を受注    
累計3800万ドルの貿易黒字                 
  ＜千円札発行＞ 

    ＜後楽園で初ナイター＞ 
 

サンフランシスコで日本は連合国（48ヶ国）と講和条約を結ぶ
（9/4～8） 
日本開発銀行設立（4/20）    
日航、東京‐大阪‐福岡間の運行開始 

中部日本放送・新日本放送が開局 

                 （民放初の正式放送） 
 

 
 
 
 

  ＜1/3NHK第１回紅白歌合戦＞ 
   ＜パチンコ流行はじまる＞ 
講和条約発効・日本の独立回復 

    ＜ラジオ受信1,000万突破＞ 
    ＜東京ボーリング場＞ 
 

 

日本経済は戦前の水準を上回るようになった。戦後10年間で 
  実質国民所得は年平均11%   
  工業生産は22% 
  輸出額は46%の割合で急成長 
国際収支は55億ドルの黒字               
 ＜東京通信工業、ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀﾗｼﾞｵ発売＞ 

    ＜ｸﾚｰｼﾞｰｷｬｯﾂ結成＞ 
 

政府の「経済白書」によると「もはや戦後ではない」 

       昭和２３年  昭和２７年   増加率 
学校数     3,575校    4,506校   1.3 
在学者   1,203,963人  2,342,869人   1.9 



年 教 育 に 関 す る 出 来 事 社   会   情   勢 

(昭和31年) 

 

 

１９６０年 

(昭和35年) 

 

 

 

 

 

１９６６年 

(昭和41年) 
 

 

 

 

 

１９６７年 

(昭和 42年) 
 

 

 

 

 

１９７０年 
(昭和 45年) 

 

 

 

学習指導要領の全面改訂（昭和38年実施） 
基礎学力の向上 

「系統学習」への転換 

 

 

 

 

中央教育審議会は、「後期中等教育の拡充整備について」答申し、そ

の中で「学科等のあり方について教育内容・方法の両面から再検討

を加え、生徒の適正・能力・進路に対応するとともに、職種の専門

的分化と新しい分野の人材需要とに即応するよう改善し、教育内容

の多様化を図る。」ことの必要を述べた。 

 

 

上記の答申を受けて産業教育審議会は、「高等学校における職業教

育等の多様化について」答申した。職業教育多様化のための新しい

学科としては商業系では、事務科・経理科・営業科・貿易科・秘書

科で、その後、さらに情報処理科が設けられた。現在は約２５０種

類の学科がある。（2000年） 
 

 

学習指導要領の全面改訂  （昭和48年実施） 
 教育の「現代化」 

  ・教育の現代化への対応 
  ・科学、技術および経済の進歩 
  ・高校進学率の上昇、進路の多様化 
高校進学率は82.1% 
大学・短大への進学率は23.6% 
 

  ＜「太陽族・ノイローゼ・一億総白痴化」などの言葉 

    が流行＞ 

 

国民所得倍増計画 

  国民の所得を１０年間で２倍にするという計画 
1960年～1970年経済の実質成長率は平均11.9%という高度
成長が進行 

国民総生産はアメリカにつぐ第２位 

  ＜三種の神器  ｶﾗｰﾃﾚﾋﾞ ﾏｲｶｰ 電気冷蔵庫＞ 
 

福島県いわき市に常磐ﾊﾜｲｱﾝｾﾝﾀｰ開業 

いざなぎ景気始まる 

  ﾎﾞｰﾅｽ史上最高を記録 
大量生産・大量消費の時代 

  ＜交通事故死者13,904人＞ 
  ＜ビートルズ来日＞ 

 

中流意識を持つ日本人が国民の約９割 

都電の９系統廃止（車社会到来） 

大型景気時代に入る（ﾍﾞﾄﾅﾑ特需5億ﾄﾞﾙ） 
大型ﾚｼﾞｬｰ時代で海外旅行ﾌﾞｰﾑ   
  ＜ＧＮＰ世界第２位＞ 

  ＜３億円強奪事件＞ 

 

東京都で光化学スモッグ発生 

         （排気ガス・工場からの排煙） 
ｽｰﾊﾟｰの全国ﾁｪｰﾝ化が進む 

ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄの建設とそれを結ぶ交通・通信のﾈｯﾄﾜｰｸ化が始まる 

  ＜大阪で万国博覧会＞ 

  ＜三島由紀夫ら割腹自殺＞ 
 

 



年 教 育 に 関 す る 出 来 事 社   会   情   勢 
１９７８年 

(昭和53年) 
 

 

 

 

 

 

１９８８年 

(平成元年) 

 

 

 

 

 

１９９９年 

(平成 11年) 

学習指導要領の全面改訂  （昭和57年実施） 
 「ゆとりの充実」   
  ・児童生徒の「落ちこぼれ」問題 
  ・「基礎、基本」の徹底 
  ・「ゆとり」の確保 
  ・学校の創意、弾力化 
 

 

学習指導要領の全面改訂  （平成6年実施） 
「新しい学力観」に立つ指導 

  ・学校週５日制の導入 
  ・個性を生かし、豊かな心を育てる 
  ・たくましく生きる 
  ・選択教科の多様化 
 

学習指導要領の全面改訂  （平成15年実施） 
「生きる力」をはぐくむ 

  ・完全学校週５日制の完全実施 
  ・学校の主体性の重視 
  ・指導内容の厳選、授業時数の削減、ゆとり 
 
 

ワープロ発売 

ＥＣ委「ウサギ小屋に住む働ききちがいの日本人」（1979） 
中学生が教師に暴力（1979） 
家庭内暴力・いじめが社会問題となる 

浪人生、両親を金属バットで殺す（1980） 
中学生の校内暴力事件激増（1981） 
 

 

消費税（3%）法施行（4/1） 
「過労死」という言葉が誕生 

  年間総労働時間 フランス 1,643時間 
  アメリカ  1,924時間 日本  2,168時間 
地価高騰 長時間労働 遠距離通勤 

参議院選挙 自民党敗北（議席半減）   
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２ 商業教育の変化の過程 

    高等学校における商業教育が、産業構造や就業構造の変化、社会や経済の動向に

より様々に変化してきたことは、戦後の学習指導要領の改訂からもうかがい知るこ

とができる。 

商業の基礎科目として位置付けられてきた「商業一般」「商業経済Ⅰ」「流通経   

済」、さらに今回の改定により新設された「ビジネス基礎」の目標とその時代背景   

から、その変化の過程をたどってみる。 

① 昭和３５年 

高校教育の多様化が始まり、専修学校を含めて中等教育を取り扱うように

なった。このころから高等学校進学率が高まってきたが、職業教育の軽視、

教育内容の未消化、知育偏重、教育内容の画一化などが問題点としてあげら

れている 

「商業一般」 

・商業事象についての一般的な知識を習得させる 

・商業の諸科目を学習するために必要な、基礎的、入門的な知識を習得させ       

る 

・経済生活を合理的に営むために必要な、商業諸機関の利用についての知識 

を習得させる 

・国民経済における商業の機能を理解させ、経済生活の向上に寄与しようと 

する態度を養う 

② 昭和４５年 

       学習指導要領に「人間として調和のとれた発達」「国家及び社会の有為な                                      

形成者として必要な資質の育成」という事項が盛り込まれた。また、教育内      

容が多すぎるために、学習が不十分に終わることを文部省が認めた。このこ

ろから高校生の学力低下が深刻化し、高校生の暴力、怠学、犯罪行為などが

大きな社会問題となっていった。 

「商業一般」 

・わが国における商業の実態に即して、商業事象についての一般的な知識を 

習得させる 

・売買取引及び商業諸機関の利用を合理的に行う基礎的な能力を養う 

・商業の機能を理解させ、経済生活の向上に寄与する態度を養う 

③ 昭和５３年 

学習指導要領で「調和の取れた育成をめざすこと」「学校、教科の特色を生

かすこと」「生徒の適性、進路を十分に考慮すること」が強調された。 

「商業経済Ⅰ」 

・国民経済における流通の働きを理解させるとともに,売買を中心とした商
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業活動についての基礎的な知識を習得させる 

④ 平成元年改訂「流通経済」 

・流通に関する知識と技術を習得させ、流通の意義や役割を理解させるとと 

もに、流通を中心とした商業活動に適切に対応する能力と態度を育てる 

⑤ 平成１１年改訂「ビジネス基礎」 

・ビジネスに関する基礎的な知識と技術を習得させ、経済社会の一員として

の望ましい心構えを身に付けさせるとともに、ビジネスの諸活動に適切に

対応する能力と態度を育てる 

    これらの科目目標の変遷を見ると、商業教育の範囲が「商業」から「流通」へ、   

「流通」から「ビジネス」へと変わり、社会情勢の動向と対応する人材を育成する         

観点からの教育的配慮をうかがい知ることができる。 
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１ 商業教育の現状 

２ 本校の現状と問題点 

３ 求められる変革の波 
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１ 商業教育の現状 

  （１）高校進学の目的意識 

  社会環境の変化とそれに伴う国民の生活水準の向上や生活様式の変化、価値 

観等の変化により、教育への期待感が大きく変化し、高学歴社会に適応した 

教育システムが構築された。教育制度は大きくその本来の目的を失い、初等中 

等教育のみならず幼児教育までもが次の教育環境へ送り出すことを前提に行わ 

れている傾向がある。これにより、高校入学も当然のステップとして認識さ 

れる風潮ができあがってしまっている。このような日本独特の教育構造は、生

徒たちの将来に対する目的意識や自分を見つめる意識を形成することを阻害し

てしまい、学力検査の結果のみで高校進学を決める社会的体質を生み出したと

も言えよう。 

      「ゆとりある教育」等の文部省の様々な施策も、高度経済成長の副産物とし     

て産み出された、終身雇用・年功序列型賃金等の日本型雇用形態、学歴偏重社

会、普通科志向、核家族化、少子化・高齢化傾向によって培われた教育観や教

育体質を抜本的に変革するまでには至っていない。理想と現実のひずみを埋め

ることは容易なことではない。 

      平成１０年の文部省初等中等教育局の高等学校中退者進路状況調査報告書で     

も、高校進学の理由として「みんなが行くから」「高校を卒業したほうが就職          

に有利だから」「両親と家族が勧めるから」「特に理由はない」等の考え方が          

上位を占めている。 

 

  （２）職業教育と商業教育 

      本来、普通高校と専門高校とではその教育目的は性格を異にしていたはずで     

ある。しかしながら、現在の専門高校の教育システムは本来中心であったはず     

の職業教育から専門学科さえ問わない大学・短大・専門学校への進学を奨励す     

る体制に変わりつつあり、その進学にかけるエネルギーは学校の存亡をかけて     

いるきらいさえある。これは、生徒達の専門高校を選択する積極的理由が年々

乏しくなる状況に拍車をかけているのではないだろうか。生徒たちは、入学試

検の面接ではそれなりの目的意識を示すが、これは中学校側の面接対策として

マニュアル化された志望理由に過ぎず、実際の目的意識は希薄であり、学力に

よる選別で中学校から振り分けられた不本意入学の生徒も多いのが現状である。

要因としては、生徒本人の目的意識の低さ、高校側の情報提供不足、中学校の

合格偏重指導、保護者の子供の適性を考慮しない期待感等もあげられるが、大

学進学を重視する専門高校そのものが大きな要因ではないだろうか。      

学歴偏重を奨励する社会環境の推移により、普通科志向が一層強まる中、対     

応する教育システムを導入することはやむを得ない部分はある。しかしながら     
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専門高校から社会の荒波に飛び込む生徒が大半を占めているのも現実である。     

高校はもはや教育の完成機関ではないとする考え方は、これらの生徒達にどの     

ように対処しうるのであろうか。生涯教育としての視点で捕らえたとしても、     

段階的完成機関であるべきなのではないだろうか。 

      職業教育は、過度の専門性の追求や上級学校への進学が目的ではないは     

ずである。想定される職業人や社会人としての人間的資質を育成し、社会に出     

て役立つ知識と態度を養うことが大きな目的であるはずである。望ましい職業     

観の育成や将来への目標設定、専門教育の意義の理解、知的好奇心の喚起、専     

門教科科目の基礎・基本の定着、主体的に考える力等をその発達段階に応じて     

養うような教育的配慮が必要である。しかし現実には、大学科商業科から小学     

科制により細分化されたことにより、過度な専門性の追求や上級資格取得が至     

上命題となり、職業人や社会人としての資質を向上させるための全人格的教育     

システムが教育課程上からは感じられなくなってきている。 

      平成１０年の文部省初等中等教育局の高等学校中退者進路状況調査報告書で     

も、高校に望むこととして「社会に出てから役立つことを教えてほしい」「学     

校の規則を緩やかにしてほしい」「興味の持てる教科・科目を設けてほしい」                                     

「自分の好きな教科・科目を選ばせてほしい」等の叫びが上位を占めている。     

また、平成１１年の文部省の「学校教育に関する意識調査」によると、授業の     

理解度について「よくわかる」「だいたいわかる」と回答した高校生は 37％に     

過ぎず「半分くらいわかる」が39.9％「わからないことが多い」が17.3％「ほ                                

とんどわからない」が 5.5％であった。 

 

  （３）情報環境の変化と情報教育 

      ２０世紀末はコンピュータの時代、とりわけＰＣの時代であった。日本電子     

工業振興協会によると、９８年度の国内のパソコン出荷台数は７５３万台（前     

年度比１０％増）であった。総出荷金額は２兆３４５億円で、９８年夏の                                     

Windows98 の発売により、個人向けの需要が５０％増と急拡大した。パソコ     

ンで利用価値が高いのはインターネットである。９９年度の「通信白書」によ     

ると、９８年度段階での全国の利用人口は１６９４万人となっており、前年度     

１１５５万人から５４０万人増と、急激な伸び率を示した。企業のインターネ     

ット導入状況は９５年度で１１ .７％であったものが、９８年度には８０.０％     

までに達した。一方、世帯普及率は１１.０％と前年度より４ .６％伸びている。     

情報通信メディアで、商業利用開始以来５年間で世帯普及率が１０％を超えた     

例はこれまでにない。「通信白書」によれば、１０％の普及率を達成するまで                                     

にファクシミリで１９年、電話で７６年を要したという。郵政省の「インター     

ネットビジネスに関する研究会」の普及予測によれば、２００５年には、利用     
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人口が４１３６万人、家庭では１９２９万世帯、２０１０年には４４５９万人、     

家庭普及率は５４.９％に達するとしている。また、市場調査会社Ｒ＆Ｄの調査     

によれば、電子メールの利用状況は首都圏に住む１８歳以上の人の２１％が利     

用しており、高校生や大学生だけを見ると実に６０％に達しているという。 

 
日本国内のインターネット利用者数推移 1 9 9 5 - 1 9 9 9     

      単位：万人

 アクセス環境 9 5 年 6 月 9 6 年 6 月 9 7 年 6 月 9 8 年 6 月 9 9 年 6 月 

 家庭から 8 64 154 283 490
 家庭、勤務先・学校両方 10 55 102 231 430
 勤務先・学校から 27 190 445 566 765

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      社会の情報化に対応すべく商業教育に「情報教育」が取り入れられたのは、     

昭和４５年の学習指導要領の改訂からである。学習指導要領の改訂から商業教     

育における「情報教育」の流れを追ってみる。 

① 昭和４５年改訂 

情報処理科目群として「電子計算機一般」「プログラミング」「プログラミン

グⅡ」「経営数学」の科目が新設される。指導内容は、電子計算機のハード・ソ

フトのプログラミングがその中心とされている。 

「電子計算機一般」の目標は、電子計算機についての一般的な知識を習得さ

せることと電子計算機によって情報を処理する基礎的能力を養うとされていた。

当時は小型汎用機が中心で、入力には紙カードや紙テープを媒体として用いて

いた。 
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② 昭和５３年改訂 

この改訂では詰め込み教育を反省し、生徒にゆとりをもたせ、基礎的・基本

的内容を重視する方向を打ち出した。これにより、商業系科目は３６科目から

１８科目に整理統合された。情報処理科目群としては「情報処理Ⅰ」「情報処理

Ⅱ」「経営数学」となり、コンピュータを利用して情報を処理することを中心

とした教育内容に変化した。 

「情報処理Ⅰ」の教育目標は、電子計算機とその利用について理解させると

ともに、電子計算機の実習を通して情報を処理する基礎的な能力を養うとされ

た。しかし、当時のコンピュータも汎用機が中心であり、オンラインＴＳＳが

クローズアップされていた時代で、結局プログラミング教育が継続された。 

③ 平成元年改訂 

職業教育に対し「急速な技術革新の進展や産業構造・就業構造の変化への対

応、特に情報化の進展への対応」を求めた改訂であった。当時はコンピュー

タの進展に加えて通信技術の進展が進み、事務処理のＯＡ化、ＬＡＮやＶＡ

Ｎなどのネットワーク事業が盛んであった。「情報化社会」の初期段階で教育

課程審議会の答申では、小中高のすべての段階で「情報教育」の必要性が求

められ、中学校の「技術・家庭」で「情報基礎」を選択領域として新設され

た。また、商業の情報処理分野として「情報処理」「プログラミング」「情報

管理」「経営情報」が設定された。 

「情報処理」は、商業に関する学科の基礎科目として位置付けられ、科目の

目標も「コンピュータとその利用に関する知識と技術を習得させ、情報の意

義や役割について理解させるとともに、情報を適切に処理する能力と態度を

育てる」とされ、パソコンとソフトウェアの活用をねらいとしたものであっ

た。しかし、コンピュータの働きを理解させるために、この科目の内容を情

報処理の手順とプログラミングの基礎としたため、プログラミング教育から

は脱却できなかった。 

④ 平成１１年改訂 

今回の改定では、小中学校での情報基礎教育が充実し、高校では普通教科

「情報」、専門教科「情報」が新設されることにより、商業としての「情報処 

理」をどのように差別化を図るかを考えていかねばならない。中学校「技

術・家庭」コンピュータの基本的な構成と操作、コンピュータの利用・活用

の基本的技術など「情報基礎」分野を生徒全員に履修。具体的には、タイピ

ング技術やワープロ、表計算、簡単なグラフィック、インターネットの利用

等である。 

普通教科「情報」 

「情報 A」・「情報 B」・「情報 C」から１科目履修。 
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情報 A：情報通信ネットワークを活用して情報を選択、処理、発信できる    

基本的技能の育成。 

情報 B：コンピュータの機能・仕組みを通して、コンピュータの活用を科    

学的に理解させる。 

情報 C：情報通信ネットワークの社会的役割、影響など情報社会に参加す    

る態度を育成する。 

※ 中学校での教育に引き続き、「情報活用能力」の育成を目的に情報教育

の充実を図ることを主たる目的としている。なお、商業に関する

学科では「情報処理」を履修することにより代替できる。 

A. 専門教科「情報」 

 高度情報化社会に対応し、より専門性の高い技術者を育成するために新

設された。システムの設計・構築や運営管理、「工業」「商業」の枠組みを

超えた新しい産業領域の形成に役立つ人材の育成を目的としている。具体

的には、ＳＥやマルチメディア技術者の養成が目的と考えられる。 

B. 商業系学科「情報処理」教育 

・「商 品 と 流 通」物流を支える情報通信ネットワークの役割 

・「商 業 技 術」コンピュータを利用したグラフィック・パッケージ・               

ディスプレイなどのデザイン 

・「会 計 実 務」パソコン会計、資金計画のシュミレーション 

・「プログラミング」イベントドリブン言語を含むプログラミング技術 

・「文書デザイン」ホームページ作成、プレゼンテーション技術、マル         

チメディア利用技術 

・「ビジネス情報」表計算・データベース・ネットワーク管理、情報分析 

・「情 報 処 理」ビジネスと情報処理、表計算ソフトウェア活用の基礎、         

ビジネス計算と表の作成、データベースソフトウェア活         

用の基礎、ビジネスと情報通信ネットワーク、情報モラ         

ルとセキュリティ管理 

 

  （４）企業の求める人間像 

      専門高校としての意義の一つに就職を中心とした進路指導があげられるであ     

ろう。商業高校卒業者の就職率は、進学率の向上と相まって急速に低下してい     

るものの、就職は商業高校卒業者の重要な進路となっている。しかし、高等学     

校卒業者の就職を取り巻く環境は近年厳しいものとなっており、平成１１年３     

月の商業高校卒業者の就職決定率は９１．５％に激減した。しかも、就職先を     

産業別・職業別にみると、商業高校卒業者の就職は質的にも大きく変容して、     

専門教育を生かせない進路選択が目立つようになってきている。その直接的な     
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原因は、高校卒業者に対する求人の激変にある。労働省の調べによると、新規     

高等学校卒業者に対する求人は、平成３年度の１６７６千人をピークに急激に     

減少し、平成１０年度では３５８千人であった。このような状況の中、地元志     

向が強くなった生徒の希望を十分満足させられる状況にはない。 

      高校生への求人数減少の原因は、バブル崩壊による経済不況の長期化や、         

産業構造、就業構造の変化等があげられる。具体的には企業が国際競争力を高

めるため、経営体質改善を行い、雇用方針の変換や情報環境の整備による業務

内容の合理化等により、正社員の削減、アルバイトやパート、派遣社員への移

行、即戦力としての経験者の採用や専門能力を求める高学歴化傾向などが近年

の高校生の就職を一層厳しいものにしている。しかし、高校生の就職難の原因

はそれだけではない。高校生、とりわけ専門高校生の質の低下が指摘されてい

る。高校生を受け入れる企業の声として、今の高校生は即戦力としては期待で

きず、２年間ぐらいは再教育期間として見なければならないという。具体的に

は、社会常識が不足している、コミュニケーション能力にも欠けている、主体

的に物事を考え判断することができない、勤労意欲・責任感が乏しく曖昧な

理由で会社を休む、忍耐強さがなく簡単に会社を辞めてしまう等々厳しい指摘

がなされる。企業へのアンケートや直接の聞き取り調査でも、専門高校への理

解度は低く、とりわけ商業教育への期待は少ない傾向が見られる。本校に過去

５年間に求人を頂いた地元企業２１５社に対するアンケートでも、商業系学科

を特に望む企業は全体の８％にすぎず、６３％の企業は専門高校や普通高校の

別を採用の基準には入れていない。人間性や意欲、礼儀・言葉遣い等の一般常

識力に採用の重きを置いている。また、高校教育に求めるものとして専門教科

の学習は９．５％で、一般教養２８．２％、礼儀作法２３．４％、道徳教育１

９．０％、部活動１０．７％より低い。商業教育で力を入れている資格取得に

対する関心も、情報処理検定１３．７％簿記検定資格１１．６％、ワープロ検

定１０．５％と低いのが現実である。日本型雇用の典型であった、「終身雇用

制」や「年功序列型賃金体系」「学歴偏重」「派閥主義」体質からグローバ

ルスタンダードである「実力主義」体質に大きく変わろうとしている現在、組

織型人間ではなく個性と創造力にあふれ明確な向上心を持った、気力・体力の

充実した人間像が求められている。 

 

 

 

 

 

 



17 

２ 本校の現状と問題点 

  （１）専門高校としての情報教育 

    本校は、昭和６３年４月に県内初の｢情報｣高校としてスタートし、今年で１

３年目を向かえた歴史の浅い学校である。創立当初は、情報機器もない教育

環境下で、高度情報化社会を担う人材を育てることを目的に様々な研究を実

施し、情報高校としてのあり方を模索、実践してきた。研究実践としては、

「インテリジェントスクール」構想の下、光ファイバー網を利用したネット

ワーク環境整備、テレビ会議システムを利用したへきち教育の実践、教科

「情報」の学習内容の研究等があげられる。しかし、生徒に対する教育体制

としては、基本的に教科「工業」と教科「商業」の大枠の中での「情報教

育」であり、中学校に対する生徒募集説明で、「進学できる専門高校」を強

く示していることもあり、進学中心のカリキュラム編成とならざるを得ない

現状にある。また、歴史の浅い学校が進学や就職の進路先を充実させるため

に、通産省二種情報技術者試験や日本商工会議所簿記検定２級を中心とする

資格検定偏重の学習目標にその活路を見いだすしかなかった。さらに、教育

体制に競争原理を導入した結果、各学科が独立した教育指導体制を持つよう

になり、学科間の連携や特色が失われてしまった。 

本校のこれまでの取り組み結果や社会情勢の変化により、現在直面してい

る問題として、入学してくる生徒の目的意識の希薄さ、専門学科の特色の不

明確さ、生徒・教師・保護者の進学偏重の意識、情報技術の変化の速さと情

報教育環境の対応の遅れ、低経済成長の社会情勢とこれに伴う就職難、地域

や中学校に十分理解されていない本校の教育理念、生徒の専門教科離れ、不

十分な学科間の連携等様々な問題が山積し、理想的な｢情報教育｣を展開して

きたとはいえない現状である。 

 

     【インテリジェントスクール構想】 

     １ 目的および目標 

    １）高度情報通信社会に対応できる生徒の育成 

    ２）県および国の情報教育推進モデル校 

    ３）地域社会の国際化・情報化に貢献 

     ２ 概 要 

    １）校内ネットワーク…すべてのパソコンがネットワークで接続 

    ２）全生徒・全職員のＥメールアドレスの取得 

    ３）インターネットの教育への利用 

   ① 実習室・職員室等すべてのパソコンがネットワークで接続（3３0 台）     

実習ドメイン（工業約１４０台・商業約１２０台） 
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     Web専用ドメイン           （４台） 

     校務処理ドメイン         （約３０台） 

     サーバ・ファイヤーウォール等   （約２０台） 

       ② 全生徒・全職員が E メールアドレスを取得し、生徒・職員間および          

インターネット上で Eメールの交換ができる。（ﾒｰﾙｱｶｳﾝﾄ数 約 1060） 

             ・ネチケットの指導   情報の選択と発信のマナー等の指導 

③ 生徒がホームページを作成し、公開している。 

・ すべてのパソコンからインターネットに接続でき、ホームページな 

どの閲覧ができる（通信回線は ISDN1.5M専用光ﾌｧｲﾊﾞｰｹｰﾌﾞﾙ）     

４）学校間連携 

      ・テレビ会議システム 

      ・郡山養護学校との交流 

     ５）地域への開放 

               ・学校開放講座（保護者や地域の方を対象とした学習講座） 

                ・平成１０年度「ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ講座」実施 

        ６）学校教育目標の実現 

             ・進路の実現…進学（国公立１０名 四年制大５０名等 1/3 進学）       

就職（資格などを生かした情報関係企業への就職ＯＰ等） 

    ・資格取得…第２種情報処理技術者合格を目指す 

    ・プログラミングコンテストへの参加（通産省） 

・ ロボットコンテスト全国大会出場など多くの情報関係の大会への参

加 

    ７）情報教育の研究 

               ・平成 8･9･10 年度 文部省指定 

・ へき地高度情報通信設備（マルチメディア）活用方法研究開発事業 

・ 研究主題「テレビ会議システムを利用した学校間連携」 

 

  （２）本校商業教育の実際と問題点 

        ①商業系学科である情報処理科・情報会計科の教育課程に特色がなかった。 

       簿  記･･･両科とも全商１級合格が目標 

       情報処理･･･両科とも全商１級合格が目標（ＣＯＢＯＬ） 

             さらに通産省情報処理Ⅱ種合格が目標 

      ＊処理科でも会計科でも学習する内容が一緒であった。 

       ②専門科目の単位不足 

        情報処理科であれば、情報処理関係科目（必履修科目）の総単位数が不

足していた。 
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        情報会計科であれば、簿記関係科目（必履修科目）の総単位数が不足し

ていた。 

         ③多様な専門科目   

       進学コースの生徒が英語・国語・数学の講義をうけているとき、専門コ

ースの生徒は専門科目を２単位ずつ２年間で４～５科目履修しなければな

らない。そのため、学習内容に深みを持たせることができず、何を学習し

ているのか理解できないままに卒業してしまう生徒も見られた。 

       また、指導にあたる教員も担当科目数が増え、教材研究に追われ、余裕     

のある授業が展開できないというのが現状であった。 

         ④検定至上主義による弊害 

       簿  記･･･ 情報処理科も情報会計科も１年次では、全商２級・２年次で                      

は、全商１級合格が目標であったため、担当教員が検定に合                      

格させるための授業に終始してしまい、生徒が基本的内容を                      

十分理解できないまま先に進んでしまうというのが現状であ                      

った。 

        情報処理･･･ ＜情報処理科の場合＞ 

               １年次で全商１級を合格させるためは、座学中心の授業形

態というのが現状であった。これは、通産省情報処理Ⅱ種に

合格させるには、どうしても必要不可欠のことであった。 

              ＜情報会計科の場合＞ 

               １年次２単位で全商２級を合格させるため、問題集中心で

授業を展開していた。 

  以上のような教科指導の結果、全商簿記検定１級に合格しても、３年次の総 

合実践で、同時同業の模擬取引で３級程度の内容の取引が出てくると、仕訳は 

できるがどのような補助簿に記帳しなければならないか自分で考える力が全く 

身についていないというのが現状であった。プログラミングについても同じで、 

全商情報処理検定２級に合格しても自分でフローチャートも書けない生徒がい 

るというのも事実である。 

  現行の商業教育のうち、情報処理に関しては、専門学科における情報に関す 

る教育の充実を図るとともに、専門学科以外においても情報に関する教育を充 

実するよう、科目及びその内容の改善が図られている。 

   「情報処理」については、ＯＡ化をはじめとする経営活動の実態に対応し、

コンピュータを効果的に利用できるようにする。 

        さらに、主としてプログラム作成能力を養い、コンピュータの効果的な運用     

能力を養うことをねらいとした科目「プログラミング」と、主として経営活動     

における情報処理のシステム設計やそれに伴う情報の管理能力を養うことをね     
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らいとした科目「情報管理」に発展できるようにされている。 

       また、文書事務及びタイプライティングについては、ワードプロセッサなど     

の機器の積極的な利用を図り、文書の作成に関する知識と技術の一体的な指導     

を図る上から「文書処理」として統合するとともに、情報処理に関する科目と     

して位置付けられた。 

      さらに、これまでの「経営数学」については、コンピュータを利用したシミ     

ュレーションなどにより、経営管理に必要な情報処理について理解を図ること     

をねらいとした内容とし、科目の名称を「経営情報」に改めた。 

      なお、情報処理に関する科目は専門学科以外の学科においても広く履修でき     

るよう配慮しながら、それぞれ科目の内容の改善を図っている。 

 

  （３）入学生の意識の変化 

     本校に入学してくる生徒は、極端に成績が良かったり悪かったりする者は少

なく、良くも悪くも覇気が感じられない。これは、本校受検を決定する際、明

確な目標を持っている生徒が少ないからなのかもしれない。生徒が本校を選ぶ

とき、何を基準に選んでいるのか。中学校を対象とした説明会では、本校は

「進学できる専門高校」「光ファイバーで接続されているコンピュータ施設の

充実」と宣伝している。また、体験入学では、インターネットを行い、簡単な

施設説明で終わってしまう。それがすべてと思って入学してくると、実際の授

業ではコンピュータを触る機会が考えていたよりずっと少ないと感じてしまう

だろう。 

情報処理では言語によるプログラムの作成が中心であり、簿記や流通経済など

座学の授業も多い。これでは『コンピュータがやりたかったから』と入学した

のに、自分の考えていた高校とは違うということになりかねない。 

     それでは、生徒にとってコンピュータとはどのようなものなのか。今の高校    

生はゲーム世代であり、画面を見ながらのキー操作は手馴れたもので、インタ    

ーネットやチャット、既存ソフトの学習であれば大変興味深く熱心に取り組ん    

でいる。しかし、アルゴリズムの学習など、自分で考えを組み立てて取り組む    

ようなものになると苦手であり、マニュアル的なものが無ければすぐにできな    

いと投げ出してしまう傾向にある。この辺は最近の情報処理検定受験者数の減    

少傾向を見てわかる。反対に、利用技術検定は受験者数を増やしている。生徒    

にとって、コンピュータとはゲームと同じ感覚で簡単に利用するものででしか    

ないのである。 

     本校では資格取得には力を入れており、検定前の課外や二種試験では長期休    

業を利用した課外を行っている。生徒も色々な資格検定に挑戦し、取得してい    

る。昔も今もその体制は変わっていない。しかし、その一方で授業が検定のた    
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めのものになってしまっており、実際、全商簿記検定１級を取得していても検

定が終わってしまえば３級程度の取引の仕訳でさえ出来ない生徒がいる。生徒

が資格を生かした進学や就職を考えた場合に、『資格を生かした就職をした

い』という生徒の希望に対し、実際に就職できるのは事務や販売、生産部門な

どであり、ＳＥやオペレーターといった職種はまれである。それに加え、企業

は検定１級を取得している生徒以上に、人物が優秀である生徒の採用を望んで

いる。１０年前であればコンピュータを操作できる人材は貴重だったかもしれ

ないが、パソコンの普及によって、現在ではそれが特別なことではなくなって

しまっている。 

        しかし、生徒の中には資格取得にもコンピュータにも特に関心がないまま本

校に入学する者もいる。このような生徒は専門科目はもちろん、普通科目でさ

え興味を示さない。そして３年生になったとき、自分の行き場を決めかねて、

フリーターになったり、安易に専門学校へ進学してしまったりするのである。

年々このような生徒が増えていることも事実である。この『無目的入学者』は

なぜ増えてきているのか。これは生徒が進学先を決定する際に、成績をもとに

して本校を受験しようとしているからではないだろうか。このようなことが

『無目的入学者』を増加させている原因なのではないだろうか。 

 

  （４）本校生徒の進路状況 

      商業系２学科の卒業生の進路先を見てみると、進学でも就職でも約５０％の     

生徒が、本校で学習した内容を生かした進路選択とは言い難い結果となってい     

る。在学中に目的が変わり進学を希望した生徒に関しては、一概に評価はでき

ないが、就職については、約２０％の生徒が自分の希望する企業あるいは職種

に就職できないというのが現状である。特に女子が多いため入学時には５０％

以上の生徒が事務職を希望している。しかし、各企業も経営改善もしくは経営

の効率化を図るため、事務処理のＯＡ化を進めており、この職種の求人数は減

少している。また、巻末の資料５のアンケート集計結果からも判断できるが、

単に商業に関する知識や技術を身に付けているだけでは、企業の求める人材と

は言い難いということである。 

 我々教員が、もう少しこの現状を認識して対策を講じていかなければ、不本     

意な進路選択者や正しい職業観を持たない生徒が増えることによって、ますま     

す専門高校卒業者の離職率は高まっていくのではないかと危惧する。 

３ 求められる変革の波 

  （１）完全学校週５日制 

       学校週５日制は、平成４年９月から月１回、平成７年４月から月２回にわた     

り実施されてきた。平成１４年４月からは、完全学校週５日制が実施される。       
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平成１０年７月２９日に教育課程審議会から教育課程の改善についての答申が

なされ、これに基づき平成１１年３月２９日に新学習指導要領が告示          

され、平成１５年４月から実施されることとなった。この中で学校完全週５日

制の中でゆとりのある教育活動、創意工夫を生かし特色ある教育活動を展開し、

生徒に「生きる力」を育成することが示された。また、基礎的・基本的な内容

の確実な定着を図り、個性を生かす教育の充実に努めなければならないことも

示された。 

        これらを実施するには、全体としての授業時間数の減少にどう対応すれば良          

いのか、教育内容を厳選した場合に学力が低下しないのか、特に専門高校の場           

合は検定試験が多く、ありそれらにどう対応すれば良いのか、生徒に「生き

る力」を身に付けさせるための具体的な方策、各科目の基礎的・基本的な内容

とは、どの程度までの指導なのか、限られた単位数の中で情報処理科、情報会

計科ともに、それぞれの学科の特色を出すためにはどうすれば良いのかなど、

様々な問題が生じることが予想される。 

         ゆとりのある教育活動を展開するはずが、完全学校週５日制により生徒はゆ

とりがなくなる可能性もある。ある学校では、一週間のうちのある曜日を７校

時にしたり、放課後の課外授業等で今までと同等の授業時間数を確     

保すると明言している。新学習指導要領の趣旨を生かすためには、今までの

我々の指導してきた、どちらかというと単なる知識の量で学力を評価     

する考えを一新し、職業人としての完成教育を目指すのではなく、将来にわた     

って学び続けるための継続教育・生涯教育のための導入部分を指導するという     

発想の転換を迫られている。   

 

  （２）学習指導要領改訂の概要 

     教育課程審議会は、中央教育審議会、理科教育及び産業教育審議会を中心に     

様々な教育改革のための答申を受け、約２年間の審議を行い答申し、この答申     

を踏まえ文部省により平成１１年３月２９日に新しい学習指導要領が告示され     

た。今回の改訂は、平成元年以来１０年ぶりとなり平成１５年度から実施され     

る。完全学校週５日制の中でゆとりのある教育活動を展開し、生徒に｢生きる     

力」を育成することが今回の趣旨である。教科・科目も｢情報｣「総合的な学習

の時間」が新設され、卒業に必要な単位数も８０単位以上から７４単位以上と

なった。さらに、名称、目標、学習内容、単位数などを各学校独自で定めるこ

とができる学校設定教科・科目を２０単位とし卒業までの履修単位数に含める

ことができるようになった。 

     また、生徒・地域社会等のニーズに沿った教育課程の弾力的な編成、各学校     

の創意工夫など、ユニークな学校づくりが期待されている改訂でもある。商業
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の目標も改訂され、現行では｢商業の各分野に関する基礎的､基本的な知識と技

術を習得させ、商業の意義や役割を理解させるとともに、経営活動を主体的、

合理的に行い、経済社会の発展に寄与する能力と態度を育てる」とし、基礎

的・基本的な科目として「流通経済」「情報処理」「計算事務」「簿記」の４科

目が設けられている。今回の改訂では「商業の各分野に関する基礎的、基本的

な知識と技術を習得させ、ビジネスに対する望ましい心構えや理念を身に付け

させるとともに、ビジネスの諸活動を主体的、合理的に行い、経済社会の発展

に寄与する能力と態度を育てる」とし、基礎的・基本的な科目として「ビジネ

ス基礎」「簿記」「情報処理」の３科目が設けられた。 

     

    ①改訂の経緯 

      社会状況が大きく変化する中で、２１世紀を生きる人材を育てるため、豊     

かな人間性をはぐくむとともに、一人一人の個性を生かしてその能力を十分           

に伸ばす新しい時代の教育のあり方を検討する。 

      

     【平成８年７月中央教育審議会第一次答申】 

   これからの学校教育の在り方として、「ゆとり」の中で自ら学び自ら考え          

る力などの「生きる力」の育成を基本とし、教育内容の厳選と基礎・基本の           

徹底を図ること、一人一人の個性を生かす教育を推進すること、豊かな人間           

性とたくましい体をはぐくむための教育を改善すること、横断的・総合的な           

指導を推進するため「総合的な学習の時間」を設けること、完全学校週５日           

制を導入することなどが提言された。 

 

     【平成１０年７月理科教育及び産業教育審議会答申】 

      平成９年５月に、文部大臣から理科教育及び産業教育審議会に対して、 

「今後の専門高校における教育の在り方等について」諮問があり、産業界で           

必要とされる知識や技術・技能の高度化を踏まえ、完成教育としての職業教           

育ではなく、生涯学習の視点を踏まえた教育の在り方や技術革新、国際化、           

情報化、少子高齢化等による社会の変化や産業の産業の動向等に適切に対応           

するための新たな教科の創設を含めた教育内容等について検討がなされ、専           

門高校における教育の改善・充実のための視点として、次の６点が示され     

た。 

     ・将来のスペシャリストとして必要な専門性の基礎・基本の重視 

     ・新教科「情報」「福祉」の創設等、社会の変化や産業の動向等に適切に対 

   応した教育の展開 

     ・生徒の多様な実態に対応し、生徒の学習の選択幅をできる限り拡大し、生      
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徒一人一人の個性を育て伸ばしていく教育の展開 

・専門高校と地域や産業界とのパートナーシップ（双方向の協力関係）の確立 

     ・専門高校卒業後に学習する継続教育機関との連携の推進 

 ・各学校の創意工夫を生かした特色のある教育の展開 

 

     【平成１０年７月教育課程審議会答申】 

         幼児児童生徒の実態、教育課程実施の状況、社会の変化などを踏まえ完全                

学校週５日制の下「ゆとり」の中で「特色ある教育」を展開し、幼児児童生           

徒に「生きる力」を育成することを基本的な狙いとし、次の方針に基づき教           

育課程の基準を改訂する事を提言した。 

     ・豊かな人間性や社会性、国際社会に生きる日本人としての自覚を育成するこ

と 

          ・自ら学び、自ら考える力を育成すること 

     ・ゆとりのある教育活動を展開する中で、基礎・基本の確実な定着を図り、個

性を生かす教育を充実すること 

・各学校が創意工夫を生かし特色ある教育、特色ある学校づくりを進めること      

 

【平成１０年１２月幼稚園教育要領、小学校学習指導要領、中学校学習指導要領の改訂】 

     【平成１１年３月 盲・聾・養護学校の学習指導要領、高等学校指導要領の改訂】 

      

    ②普通科「情報」新設 

      情報社会に主体的に対応する能力と態度が身に付けるため、「情報」を必     

履修とした。科目には、情報Ａ（情報収集・処理・発信）、情報Ｂ（コンピ     

ュータの知識と問題解決のモデル化）、情報Ｃ（表現やコミュニケーション     

に活用）があり、標準単位２単位で１科目を選択する事となっている。   

③専門教育に関する各教科の改訂要旨 

      農業 

      農業を取り巻く国際化や情報化の進展、バイオテクノロジーの急速な進展      

等への対応に留意して内容の改善が図られ地球環境問題への対応として、                    

「環境科学基礎」や農業・農村の機能と多様化への対応として「グリーンラ                     

イフ」が新設された。 

  工業 

  高度情報通信技術、製造技術のシステム化等の技術革新や国際化の進展等    

への対応に留意し、環境技術に対応した「地球環境科学」が新設された。  

  商業 

  ビジネスの基礎・基本の内容充実し、情報化の進展に対応するため科目の    
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新設、整理・統合が図られ２１科目が１７科目となった。新設科目としては、   

「ビジネス基礎」、整理・統合された科目としては、商品と流通（流通経済・   

商品）、商業技術（計算事務・商業デザイン）、国際ビジネス（商業経済・経  

営・国際経済）、ビジネス情報（情報管理・経営情報）があり、内容が変更に   

なった科目としては、経済活動と法（商業法規）、原価計算（工業簿記）、会計  

実務（税務会計）、文書デザイン（文書処理）などがある。 

     水産  

      水産技術の高度化、海を取り巻く産業の変化、国際化や情報化の進展、通                

信技術の進展等への対応に留意して内容の改善し、海洋性レクリエーション                

など海を取り巻く状況の変化に対応した科目として「ダイビング」が新設さ                

れた。  

      家庭 

     保育や家庭看護と介護に関する教育内容の充実及び生活関連産業の高度化、             

サービス化等を踏まえて内容を改善し、生活と産業に関する教育内容の充実を         

図るため「生活産業基礎」が新設された。 

      看護  

      老人の看護と福祉及び在宅看護に関する教育内容の充実を図るため「成人                

看護」の名称を「成人・老人看護」に変された。 

      情報 

      高度情報通信社会における情報関連産業に従事する人材の養成の必要性に                

対応するため次のような科目が設定された。             

      「情報産業と社会」「課題研究」「情報実習」「情報と表現アルゴリズム」「情     

報システムの開発」「ネットワークシステム」「モデル化とシュミレーショ                

ン」「コンピュータデザイン」「図形と画像の処理」「マルチメディア表現」                

の１１科目である。 

      福祉  

高齢化の進展等に伴い、介護福祉などの福祉に関する人材の養成の                

必要性に対応するため設定された。 

 

  （３）情報教育の二極化 

    ①高等学校における普通教科「情報」の意義 

      高等学校段階は、初等中等教育における情報教育の完成の段階であり、すべ

     ての生徒に対し、情報社会に主体的に対応するために社会人として必要な能力

     と態度を育てなければならない。そのためには、情報教育の目標である３つの

     観点とされる能力や態度を、バランスよく身に付けさせなければならない。 

     「情報活用の実践力」については、小学校以来、各教科等の学習や「総合的な

     学習の時間」を通して培われるが、高等学校段階では、生徒の実践力に大きな
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     開きが生じる可能性がある。したがって、実践力が十分に身についていない生

     徒に対して、その実践力を身に付けさせる機会が必要である。普通教科「情

     報」では実習を重視しており、個々の生徒が実践経験の程度に応じた実習課題

     を工夫することにより、個々の実践力を向上させることができる。 

      つまり、高等学校における普通教科「情報」の意義は「情報」という教科を

     設けることにより、情報社会の一員として必要な能力と態度を生徒に確実に身

     に付けさせることにある。 

 

    ②専門教科「情報」 

      高度情報化社会に対応して、より専門性の高い技術者を育成するために新設

     された。システム全体の設計・構築や運営管理、「工業」「商業」の枠組みを

     越えた新しい産業領域の形成に役立つ人材の育成を目的にしている。具体的に

     はＳＥやマルチメディア技術者の養成が目的と考えられる。 

      

        ③高等学校の他教科との関係 

            高等学校における情報教育を普通教科「情報」だけが担うように捉えてはな

     らない。高等学校学習指導要領第1章総則第6款5の（8）に「各教科・科目等の

     指導に当たっては、生徒がコンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手

     段を積極的に活用できるようにするための学習活動の充実に努める」とあるよ

     うに、あらゆる機会を通して「情報活用の実践力」の育成を図ることが求めら

     れている。 

      また、各教科の内容の取扱いなどに、コンピュータや情報通信ネットワーク

     の活用が明記されている。これらは、各教科の学習活動を効果的に行うために

     コンピュータや情報通信ネットワークを活用することがねらいであると同時に

     「情報活用の実践力」を向上させることができる。 

      すなわち「情報活用の実践力」の育成には、普通教科「情報」だけではなく、

他教科においてのコンピュータや情報通信ネットワークの活用が必要である。

学校全体での情報教育を考えるときには、普通教科「情報」と他教科の学習内

容や学習活動の関連をよく検討し、有機的で効果的な指導計画を立てることが

大切である。 

 

      ④体系的情報教育 

     高度情報社会の特徴である個別化されたコミュニケーションの道具である携    

帯電話やＰＨＳのどの移動型電話とマルチメディア型コンピュータやインター    

ネットが子供達にも爆発的に普及し新しいコミュニケーションの形態を生み出    

し、多種多様な情報を瞬時に得られる情報環境が進展してきた。      

このような社会情勢を受けて、平成１０年の教育課程審議会答申では、「今    

後は、児童生徒の発達段階に応じて、各学校段階で一貫した系統的な教育が行    
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われるように更に関係教科等の改善充実を図り、コンピュータや情報通信ネッ    

トワーク等を含め情報手段を活用できる基礎的な資質や能力を培う必要がある    

と考える。」とし、コンピュータを中心にした情報教育の系統的・体系的な情    

報教育の必要性が説かれた。新学習指導要領では、小・中・高等学校の各段階    

に応じた内容が記されている。具体的には、小学校、中学校及び高等学校を通    

じ、各教科等の学習においてコンピュータ等の積極的な活用を図ることとし、    

学校段階ごとには、小学校においては「総合的な学習の時間」をはじめ各教科    

などの様々な時間でコンピュータ等を適切に活用することを通して、情報化に    

対応する教育を展開する。中学校においては「技術・家庭」科の中でコンピュ    

ータの基礎的な活用技術の習得など情報に関する基礎的内容を必修とし、高等    

学校においては、情報手段の活用を図りながら情報を適切に判断・分析するた    

めの知識・技術を習得させ、情報社会に主体的に対応する態度を育てることな    

どを内容とする教科「情報」を新設し必修とすることがうたわれている。     

【小学校の情報教育】 

       小学校の学習指導要領の総則では、情報の扱いを総合的な学習を中心に行      

うことを、次のように明記している。 

      １ 総合的な学習の時間においては、各学校は、地域や学校、児童の実態等       

に応じて、横断的・総合的な学習や児童の興味・関心等に基づく学習など       

創意工夫を生かした教育活動を行うものとする。 

      ２ 総合的な学習の時間においては、次のようなねらいをもって指導を行う       

ものとする。 

（１）自ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよ  

く問題を解決する資質や能力を育てること。 

（２）学び方やものの考え方を身に付け、問題の解決や探求活動に主体的、     

創造的に取り組む態度を育て、自己の生き方を考えることができる

ようにすること。 

      ３ 各学校においては、２に示すねらいを踏まえ、例えば国際理解、情報、       

環境、福祉・健康等の横断的・総合的な課題、児童の興味・関心に基づく       

課題、地域や学校の特色に応じた課題などについて、学校の実態に応じた       

学習活動を行うものとする。 

 

     【中学校の情報教育】 

       中学校の学習指導要領では、これまで選択だった技術・家庭科での「情報      

基礎」が必履修化されたことや技術・家庭科以外の教科でも積極的な情報活      

用能力の育成が図られることが必要であるとされたことが主な変更点である。      

新学習指導要領の技術・家庭科では、技術分野の中で次のように示されてい      
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る。 

 

      １ 目標 

         実践的・体験的な学習を通して、ものづくりやエネルギー利用及びコ        

ンピュータ活用等に関する基礎的な知識と技術を習得するとともに、技        

術が果たす役割について理解を深め、それらを適切に活用する能力と態        

度を育てる。 

        Ｂ 情報とコンピュータ 

（１） 生活や産業の中で情報手段の果たしている役割について，次の事項   

を指導する。 

        ア 情報手段の特徴や生活とコンピュータとのかかわりについて知る          

こと。 

             イ 情報化が社会や生活に及ぼす影響を知り，情報モラルの必要性に          

ついて考えること。 

（２） コンピュータの基本的な構成と機能及び操作について，次の事項を          

指導する。 

             ア コンピュータの基本的な構成と機能を知り，操作ができること。             

イ ソフトウェアの機能を知ること。 

          （３）コンピュータの利用について，次の事項を指導する。 

             ア コンピュータの利用形態を知ること。 

             イ ソフトウェアを用いて，基本的な情報の処理ができること。 

       （４）情報通信ネットワークについて，次の事項を指導する。 

        ア 情報の伝達方法の特徴と利用方法を知ること。 

        イ 情報を収集，判断，処理し，発信ができること。 

       （５）コンピュータを利用したマルチメディアの活用について，次の事項          

を指導する。 

        ア マルチメディアの特徴と利用方法を知ること。 

        イ ソフトウェアを選択して，表現や発信ができること。 

       （６）プログラムと計測・制御について，次の事項を指導する。 

        ア プログラムの機能を知り，簡単なプログラムの作成ができること。        

イ コンピュータを用いて，簡単な計測・制御ができること。 
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Ⅲ 専門高校としての 
    商業教育のあり方 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ２１Ｃの商業教育のあり方 

２ 職業教育の充実 

３ 専門教育 

４ 生徒の意識変革を目指した人間教育 
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１ ２１Ｃの商業教育のあり方 

 

   専門高校としての商業教育の現状には様々な問題点が指摘できる。各学校とも学校 

の特色や生徒の実態に応じた取り組みを展開しているものの、大局的な見えざる影に 

翻弄されている感がある。本県の商業教員に対するアンケートでも、91％の教員が商 

業教育は必要であるとしながらも、86％の教員が現在の商業教育に何らかの不満を感 

じているのである。（資料４） 

 学力低下や受験型教育、不登校問題、少年犯罪等により教育に対する国民の不満が 

強まる中、国会でも抜本的教育改革を求める議論が紛糾している。また、東京都の 

「心の東京ルール」に代表されるように、しつけ教育に対する政治的提言がなされる 

など、青少年に対する教育問題は逼迫した状態をむかえているといえる。 

 専門高校においては、長引く景気の低迷と専門高校生卒業生の職業観の未熟さによ 

る企業の高校生雇用控えの問題も深刻化している。（資料５） 

 今回の学習指導要領の改訂は、これらの教育的諸問題と激変する日本の構造的経済 

体制やＩＴ（InformationTechnology）革命による情報通信分野の世界的進展にとも 

なう社会情勢への変化への対応等、多くの課題に対応した様々な変革を求める内容と 

なっている。 

２１世紀の専門高校としての商業教育のあり方を模索するにあたり、アカデミック 

な商業教育論を展開してみても、単なる理想論や机上の空論であり、学校現場の抱え 

る問題を解決し、生徒たちに望ましい教育環境を与えることにはならないであろう。 

専門高校としての意義を見出すとするならば、原点である職業指導を前提として考え 

る必要がある。しかし、従来のような特定の地域の企業への就職問題としての視点だ 

けではなく、広い視野での現状認識を行った上で職業指導が展開されなければならな 

い。これは、現在の混迷する日本経済と大きな転換期をむかえている日本型企業体質 

や浸透しつつある情報通信分野の実情を踏まえなければ、今後の社会変革に適応する 

能力の育成が十分にできないからである。 

従来の日本型経営や企業体質が長期化する景気低迷により大きな社会問題と経済的 

混乱をもたらし、その対処と厳しい国際競争に対応するためにグローバルスタンダー 

ドの考え方への転換が迫られ、徹底した合理化や企業構造・体質の改善が図られてお 

り、同時に日本型雇用体系が見直され、「能力主義」や「職能別労働力市場」の考え 

方が広まりをみせつつある。また、インターネットや携帯通信端末等の急速な普及に 

よる情報通信分野の急速な進展に伴うＩＴ革命により情報環境が偏在することにより、 

ＩＴ機器への対応能力や「情報」に対するモラルや知識が不可欠となりつつあること 

等を踏まえる必要がある。その上で、このような変革に対応できる下地を専門高校と 

しての職業教育に取り入れなければならない。さらに、近年広がりを見せている商業 

高校卒業生の就職構造や産業別職業別構成の実態も見落としてはならないだろう。 
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   これらのことは別の視点から見れば、従来のような商業＝流通業とした狭い分野意 

識では、日本の産業構造や経済構造をとらえられなくなっていることを示していると 

いえる。グローバルな視野を持つことや、国際化・高度情報化に対応するためには、 

「情報」と「コミュニケーション」を自由に操る能力が必要不可欠となっていること 

である。 

   ２１世紀の商業教育を構築する上で、既存の商品やサービスの売買や流通を学習の  

  中心とした狭い教育内容や特定の職業や職種を意識した指導では時代や実態にそぐわ 

なくなってきていることを認識しなければならない。新学習指導要領の中で、従来慣 

れ親しんできた「商業」が「ビジネス」に置き換えられたことは、まさにこのことを 

意味しているものといえる。ビジネスの定義としては「商品の生産・流通・消費にお 

ける経済的諸活動の総称」とされており、商業教育のスタンスが広まったことを意味 

していると考えられる。 

これにより、専門高校としての商業教育で必要な専門性の定義も大きく変化しなけ 

ればならないであろう。平成６年に設置された「職業教育の活性化方策に関する調査 

研究会議」の最終報告「スペシャリストへの道」でも、専門高校は、生涯にわたる専 

門能力育成の基礎・基本をつくることを重点とすべきであり、従前の完成教育から継 

続教育へと転換すべきであると提言されている。 

   これからの専門高校としての商業教育のあり方は、特定の職業や能力のスペシャリ 

  スト育成ではなく、産業や経済の構造を正確に見据えるための能力、高度情報化社会 

に対応するための能力、社会生活に適応し生きていくための能力を中心とした、変化 

する社会情勢に積極的に適応し、主体的に生き抜く健全な社会人としての能力（「リ 

テラシー」）を育成することが必要であると考える。具体的には、経済活動を適切に 

判断するための「会計リテラシー」、ＩＴ社会に適応するための「情報リテラシー」、 

ＩＴ機器の活用によるコミュニケーション能力を含めた「メディアリテラシー」の 3 

つの能力がバランスよく形成されることが望ましいと考えられる。 

 

２ 職業教育の充実 

 

   生徒の進路状況は、大学・短大・専修学校等への進学者が急増しており、就職者 

  の割合は減少している。このため、多くの専門高校は進学に対応したカリキュラム 

  やコース類型等を設定しているが、就職希望者の比率は進学希望者より高く、現実 

的には専門科目の履修に影響が及んでいる。また、進学者も最終的には就職をする 

わけで、専門学校への進学者はその専門性から進路が限定されることになるにもか 

かわらず、あまり将来に対する具体的目標や進路が未形成の生徒が多く見受けられ 

る。 

   また、職業別就職状況では、事務従事者の落ち込みに対して、サービス業、技能 
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  工・製造建築業が増加している傾向にある。産業別就職状況では、卸・小売業、金 

  融・保険業が減少し、サービス業が増加の傾向にある。現在の日本は大きく変動し 

  ており、特に経済のボーダーレス化やサービス化の進展は、企業が求める人材のあ 

  り方を大きく変えている。 

   これらの実態を踏まえて、早期に職業意識の形成を図り自己の適性や能力を見通 

  した具体的進路目標を設定することが大切である。このためには、産業構造や経済 

情勢を理解させることは勿論、社会人として必要な知識や技能、態度を養うことが 

大切である。特定の職業・職種を強く意識した教科内容の見直し等の商業教育の改 

善・充実も必要である。また、教室や実習室という特定の教育場所から地域社会や 

企業・施設等に移し、生きた体験をすることも必要であり「インターンシップ」や 

「ボランティア」等による教育も積極的に導入すべきである。さらに、机上の理論 

に終始しないように、各分野の専門家を「外部講師」として招いたり、教師側で特 

定分野の研究・研修を分担し、相互に「特別講師」として活用し、多くの指導者に 

触れさせる等の対応も考えられるべきであろう。 

 

３ 専門教育 

 

   専門高校の多くが小学科制を取り入れ、特色ある学校づくりを目指してきたが、 

  独自性を強く求める結果上級資格取得偏重に陥る傾向や、教育の機会均等や多様な 

選択科目を取り入れた結果、学校や学科の特色が見いだせなくなった上、細切れの 

単位数による生徒の学習未消化を引き起こすなどの弊害も見られた。 

   専門高校である以上、社会人として役立つ知識や能力を身に付けさせることは大 

  切なことであるが、押しつけの教育ではなく生徒が積極的に取り組めるような教育 

  環境を作ることが大切ではないだろうか。専門教育を受ける自覚のない生徒が多く 

  入学してくる実態を踏まえ、専門教育を学習する意義や進路との関わりを理解させ 

  ながら、進路意識の形成と専門教科の動機付けを図り、自己実現に向けての学習目 

  標や履修計画を設定させるように配慮する必要がある。 

   これからの専門教育は、特定の職業を見据えたような専門能力の育成ではなく、 

「会計リテラシー」や「情報リテラシー」、「メディアリテラシー」を専門学科の枠 

をこえて共通に学習することが必要であり、学科の独自性はこの土台の上に形成さ 

れるべきではないかと考える。 

    また、専門の基礎的・基本的な知識や技能の定着を図るためにも、学習到達度目 

   標を低めに設定し、ゆとりのある単位数の中で展開し、積極的に考える習慣や知的 

   好奇心を与えられるような指導内容を構築しなければならない。このためには、既 

   存の指導概念や教科書や検定にとらわれ過ぎずに、生徒の実態にあわせて学校独自 

   の指導マニュアルを作る必要がある。 
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  「情報教育」については、専門教科「情報」が新設されることもあるが、COBOL 

  一辺倒の教育内容によるＳＥやプログラマー等の専門職に就くことを想定したよう 

  な教育や検定テクニックの習熟ではなく、高度情報化社会の中で仕事や生活の上で 

  コンピュータを道具として使える知識と技能の修得にその重きを置くべきではない 

  だろうか。また、情報機器やソフトの技術革新のサイクルや現在進行しているＡＳ 

  Ｐ（Application Service Provider）等も考慮し、特定の情報機器やソフトの習 

熟に偏り過ぎないように配慮することが必要である。 

 

４ 生徒の意識変革を目指した人間教育 

 

    現在の生徒達は恵まれた環境に育ってはいるものの、青年期特有の様々な悩みや 

   不安等のストレスは大人では計り知れないものがある。特に学校は閉鎖的な社会で 

   あるため、明確な教育の意義や目的に基づいた教育を展開しなければ、豊かな人格 

の形成や必要な能力の育成は望めない。専門高校での教育としては、適切な職業観 

を形成するための情報や環境を整備することにより、生徒が自ら積極的に考え、自 

分の学習目標や知的好奇心に基づき主体的に学習する姿勢が形成されるように配慮 

されなければならない。このことにより、健全な社会人としての「リテラシー」を 

身につける土台が形成され、適切な「リテラシー教育」により、「生きる力」が形 

作られていくのではないだろうか。 
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１ 新教育課程編成の基本方針 

 

  （１）教育課程再編成による教育ビジョンの確立 

まずは、入学してくる生徒に対して、単に目先を変えるのではなく専門高校         

の意義を正しく理解してもらうことが必要であると考えた。本来、専門高校＝          

就職という図式が描かれていたが、最近は、大学に進学する生徒でも、専門高          

校を選ぶという傾向がある。大学進学者が増加することは決して悪い         

ことではないが、本校の場合、ほとんどの生徒が推薦入試での大学進学を希望          

しているため、推薦条件を満たすために上位資格取得を目指すというのが現状          

である。そのため前述したとおり、問題を解くテクニックのマスターに終始し         

ている。当然、自らの問題解決能力や主体的な学習態度の育成にはつながらな          

いと思われる。さらに情報処理科も情報会計科も同じ科目の資格取得を目標に          

掲げているためいつのまにか両科の特色が無くなってしまった。中学校での高          

校説明会でも我々自身が両科の違いをきちんと説明することができないという          

状況である。 

  （２）職業観の育成  

そこで今回の教育課程再編成では、両科の特色と学習目標をはっきり掲げ、         

誰でもが理解でき、さらに本校で３年間学習することによってどんな専門知識

を身に付けるのか、さらにその後、どんな進路を選択したら良いのかを十分考

えさせるため、１年次で「ビジネス基礎」を３単位履修させることにした。専

門高校生としての適正な職業意識を育成する必要があると考えたからである。

職業選択のガイダンス的意味合いもあることはもちろんである。目標となる職

業があって自分の進路が必然的に決まると考えている。自分が目標とする職業

が大学に進学しなければならない場合は、適切な進学指導が必要になるだろう

し、高校の卒業資格だけでその職業に就くことができる場合は、適切な就職活

動の指導が必要になると考えている。 

とにかく、現在３年次から行っている進路指導を１年次の早い時期で正しい          

職業観を育成することにより、生徒が目標を持って学習に取り組むようになる          

のではないかと考えている。複雑な現代社会に適応できる人材を育成するため、     

専門知識の習得はもちろんのこと、コミュニケーション能力なども会得させる          

必要があると考えている。 

     

  （３）各科の教育課程基本方針 

 情報会計科 

      ・基礎的科目である簿記・情報処理の単位数の増加 

         ・科目間の連携を強化し、専門科目の理解と深化を図る。 
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       ・情報処理科との連携を図る。        

   情報処理科 

        ・専門学科としての科目の充実を図る。 

      ・実質的能力を高める指導内容（検定科目にとらわれない） 

    ・ゆとりある教育内容 

   ・生徒の実態にあわせた指導内容 

   ・情報会計科との連携を図る  

 

２ 学科の特色 

（１） 情報会計科 

① 学科の特色を生かすため第 1 学年において、基礎的な科目である「簿

記」・「情報処理」に十分な単位数を確保し、着実に基礎・基本を身につ

けさせる。 

      目標とする資格 

        全商簿記２級（全員） 

        全商コンピュータ利用技術２級（全員） 

        全商ワープロ実務検定４級（全員） 

           ②  第２学年においては、会計・原価計算の単位数を増やし検定合格のため

の授業ではなく、科目の内容を十分に理解できるように指導する。 

     目標とする資格 

       全商簿記１級（全員） 

        全商コンピュータ利用技術１級（全員） 

        全商ワープロ実務検定２・３級（選択） 

 

③ 生徒の多様な進路希望に対応できるよう専門科目または普通科の選択履      

修ができるよう指導する。 

 

④ 「課題研究」・「総合実践」・「会計実務」を必履修科目とし、専門科目の理

解と深化を図る。 

     

（２）情報処理科 

      ① 情報処理科としての特色である情報処理教育の充実を図る。 

・ 専門科目の単位数を十分に確保する。（簿記は基礎学習のみとす

る）    

・検定偏重の学習ではなくコンピュータの活用能力を高める学習内容

及び科目を設定する。（生涯学習） 
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  ・コンピュータを利用する実習時間を十分に確保する。 

  ② ゆとりある教育の実践として、できる限り２単位の授業をなくす。 

  ③ より効果的な学習環境をつくるために、情報会計科との連携を図る。 

・課題研究の同時展開 

・簿記会計分野の選択科目の乗り入れ。 

  ④ 生徒の実態にあわせた学習目標を設定する。 

  ・通産省二種の学習は課外で対応する。 

  ・全員受験の検定を精選し、受験レベルを無理のない級にする。 

 

３ 新教育課程科目の指導目標 

   （１） 情報会計科 

     【１年次】 

      ビジネス基礎（３単位） 

   

          ビジネスに関する基礎的な知識と技術を習得させ、経済社会の一員として 

      の望ましい心構えを身につけさせるとともに、ビジネスの諸活動に適切に 

      対応する態度を育てる。 

 

           情報処理（３単位） 

 

       ＷＯＲＤ・ＥＸＣＥＬを中心とするアプリケーションソフトの利用技術の 

           学習を展開している。COBOLは学習しない。 

       従来は、２単位でＣＯＢＯＬの２級取得か、コンピュータ利用技術３級と 

           ＣＯＢＯＬ３級取得という２通りの学習形態で、どちらも時間的な余裕は  

       なく、検定合格のための指導が中心であった。 

  

 

     【２年次】 

        会計（４単位）・原価計算（４単位） 

 

           従来両科目とも３単位で実施してきたが、１２月の県簿記１級・１月の全 

       商１級に合格させるためには、検定に照準を合わせた学習指導になってし 

           まう。そのため会計や工業簿記の基礎・基本を十分理解させることなく、 

           授業を展開してしまうこともたびたびあった。教師側にも生徒側にもゆと 

              りを持った授業にすべく今回両科目とも４単位で展開していく予定である。  
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          商業技術（選択２単位） 

 

珠算・暗算、商業文書、商業デザインの基礎的な知識と技術を習得させ、 

商業技術の意義や役割について理解させるとともに、ビジネスの諸活動に 

活用する能力と態度を育てる 

       

 

              プログラミング（選択４単位） 

 

情報処理科で対応する授業として位置づけており、既存のアプリケーショ 

ンソフトの利用技術のみにとどまることなく、多少のカスタマイズ能力を 

育成するためＶＢＡを学習することにした。  

 

 

     【3 年次】 

      課題研究（４単位）  

 

           情報処理科も同じ単位数とし同時展開で、講座数を増やすことにした。 

      さらに、４単位のうち、１単位はプレゼンテーション能力やコミュニケ       

           ーション能力を育成するための時間とした。 

       

 

会計実務（２単位） 

 

         専門コース選択者全員が履修することになる科目である。１年次の簿記、 

２年次の会計・原価計算の発展的科目と位置づけはしているが、１・２年 

次で十分学習できていない分野の学習にも利用することができる。 

 

 

 

              マルチメディア表現（選択２単位） 

 

          文部省の科目研究指定校になっているために設定。今年度で２年目。マ 

ルチメディアによる表現活動を通して、マルチメディアによる伝達効果と 

その特質について理解させ、作品を構成し企画する実践的な能力を育てる。  
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           文書デザイン（選択２単位） 

 

       広告活動に必要な文書に関する知識と技術を習得させ、各種メディアで作 

成した情報を統合させることの重要性について理解させるとともにビジネ 

スの諸活動において情報を効果的に発信する態度を育てる。 

 

 

     （２） 情報処理科 

     【１年次】 

      ビジネス基礎（３単位）   

 

           商業教育全般の基礎的内容や、専門的能力を身に付ける重要性についても 

           理解させ学習の動機付けを図る。さらに英語にも慣れ親しみ、よき産業人 

           になるための意識作りに役立てる導入科目として位置づけたい。            

             

 

     【2 年次】 

              ビジネス情報（２単位） 

 

           基幹業務のシステム化とエンドユーザーコンピューティングを前提とした 

       情報処理について学習するとともに、情報活用の能力と情報処理システム 

       を開発するための知識及び技術を習得させ、適切な情報管理を行うための 

       知識と姿勢を養う  

       

      文書デザイン（選択４単位） 

 

      情報社会における広報の在り方について理解させることにより、ビジネス 

      における広報活動と各種メディアの利用への興味・関心を高め、ビジネス 

           における表現能力・効果的な情報活用能力を身につけさせる。 

             

     【3 年次】 

      情報演習（選択４単位）  

 

             1・2 年次で学習してきた、COBOL及び VB、VBA等を活用したシステ 

       ム設計を行うことにより、実用的な技術を身に付けるとともに、デザイン 

       能力の開発を通して論理的思考方法を学ばせる。 
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       マルチメディア表現（選択４単位） 

 

        作品製作を通して、企画力・構成力・表現力などマルチメディアを効果的 

       に活用することができる基礎的な知識と技術を習得させる。 

 

 

４ 新教科「情報」の文部省指定研究 

   本校は文部省の指定研究校として新高等学校学習指導要領における専門教科「情 

  報」の指導内容と方法、教材の開発などについての実践的研究を、平成１１年より 

  ３ヶ年計画で実施している。本校の「情報教育」との関連を図り、専門高校におけ 

  る「情報教育のあり方」についての系統的な研究をテーマとして取り組んでいる。 

  具体的には、教科「情報」の３つの科目「情報産業と社会」「情報実習」「マルチメ 

  ディア表現」について調査・研究を行っており、２年目の今年は教材作成を目標と 

  している。 

   商業系学科では「マルチメディア表現」の科目研究を、現在は３年次の選択科目 

  として２単位で実施している。 

   専門教科「情報」は、商業教育としての「情報教育」のあり方を根本的に変える 

  要因であり、商業教育の存在意義に対してさえも影響を与えるものであることを考 

  えるとやや皮肉な面は否めない。しかし、平成１５年度の新学習指導要領の施行に 

  向けて教科「情報」の教員養成を行うための大学学部改革や高等学校教諭を対象と 

  した臨時免講習等の実施と、その動きは着実に前進している。高度情報化社会に対 

  応した「情報教育」のあり方としての指針を示された以上、商業教育に携わる教員 

  として専門教科「情報」と商業教育での「情報教育」との差別化を考えた研究を行 

  わなければならない。 
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  【マルチメディア表現】 

   １ 目   標 

     マルチメディアによる表現活動を通して、マルチメディアによる伝達効果と    

その特質について理解させ、作品を構成し企画する実践的な能力と態度を育て    

る。 

   ２ 内   容 

（１）静止画の設計と表現 

（２）動画の設計と表現 

（３）音・音楽の設計と表現 

（４）作品製作 

    ３ 内容の取扱い 

（１）内容の構成及びその取り扱いに当たっては、次の事項に配慮するものと  

する。 

  ア 指導に当たっては、作品製作を通して、企画力、構成力、表現力など、   

マルチメディアを効果的に活用することができる基礎的な知識と技術を   

習得させること。 

  イ 他人の著作物を利用するに当たっては、著作権等の取り扱いに留意さ   

せること。 
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☆ 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 実施状況と反省 
 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 平成 1 2 年度実施概要 

２ 1 学期を振り返って 

３ 意識の変容 
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 １ 平成１２年度実施概要 

    改訂した新教育課程は情報会計科および情報処理科とも本年度入学生より年次移 

   行により実施するため、新入生は新教育課程表で、２・３年生は旧教育課程表での 

   実施となり、２本立ての学習指導展開となった。なお、今回の改訂では専門学科内 

   のカリキュラム変更であるため、２年次以降の進学コースと専門コースの選択カリ 

   キュラム編成については同様となっている。 

  （１）情報会計科教育課程表 

    【 ２・３年生 】 

   【 新 入 生 】 

     情報会計科の１年生に対する新教育課程での変更点は、情報処理教育の主眼を 

    プログラミング能力育成からコンピュータの利用技術能力の定着に変更したこと 

    による、工業系科目である「情報処理技術」の廃止と「情報処理」科目の単位増 

    と、有意な職業教育と人格形成教育を行うために「流通経済」から新学習指導要 

    領の先取り科目として「ビジネス基礎」を導入した点である。 

旧教育課程表
学年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

文書処理会　計 工業簿記 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

３年次
総合実践 課題研究 会計

経営情報 商業経済

専門コース選択科目

税務会計
文書処理 マーケティング

商業法規

情報管理

計算事務

２年次

１年次

必履修科目

流通経済 簿記 情報処理 情報処理技術

新教育課程表
学年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

処理科対応

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

情報処理
１年次

２年次

文書デザイン

情報管理 商業技術

プログラミング

３年次

専門コース選択科目

ﾋﾞｼﾞﾈｽ情報

会　計 原価計算

総合実践 課題研究 会計実務
文書処理

国際経済と
ビジネス

マルチメディア
表現

経済活動と法

必履修科目

ビジネス基礎 簿記
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  （２）情報処理科教育課程表 

    【 ２・３年生 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【 新 入 生 】 

     情報処理科の１年生に対する新教育課程での変更点は、情報処理教育の主眼を    

COBOL 言語学習を中心とした通産省情報処理技術者試験Ⅱ種検定や全商情報処    

理検定１級という上級資格取得目標から、実際的情報リテラシー教育に変更    

したことによる、工業系科目である「情報処理技術」の廃止と「情報処理」科目    

の単位増と、有意な職業教育と人格形成教育を行うために新学習指導要領の先取    

り科目として「ビジネス基礎」を導入した点である。この変更により、従来から    

問題とされていた座学中心の授業形態から実習時間を多く取り入れた体験的学習    

が可能となった。また、ネットワークやインターネットの学習は、すべての生徒    

が中学校の「技術・家庭」で情報基礎学習を受けていることから、１学期の段階    

で「ビジネス基礎」で取り扱うことになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧教育課程表
学年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

必履修科目 専門コース選択科目

１年次
簿　　記

２年次
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ 工業簿記 会　計

３年次
情報管理 経営情報総合実践

情報処理技術情報処理 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ

商業法規

文書処理

課題研究

流通経済

マルチメディア
表現
商業経済

新教育課程表
学年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

会計科対応

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

必履修科目 専門コース選択科目

１年次
ビジネス基礎 情報処理 簿　記

簿　　　　記

３年次
総合実践 課題研究

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ ﾋﾞｼﾞﾈｽ情報
２年次

情報処理
文書デザイン

マルチメディア表現

文書デザイン

情報演習

経済活動と法
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  （３）ビジネス基礎履修内容 

      教育課程改訂の趣旨である、早期に明確な将来的目標設定をさせ、有意な職 

     業指導や社会人として必要な人格的素養の育成を体験的に身に付けさせるため 

     の中心科目として設定した１年次履修の「ビジネス基礎」の履修目的および履 

     修内容は以下のように設定した。 

 

  【 情 報 処 理 科 】 

情  報  処  理  科 

科 目 名 ビジネス基礎 履修学年 １年 単位数 ３ 

学習の目的 

 
１．専門教科履修ガイダンス 
専門高校で学習する意義と本校で履修する各専門教科の学習内容や

学習体系を理解させ専門学習への動機付けや卒業後の進路意識を高

め、自己の進路実現に向けての学習目標や履修計画を設定させる。 
２．職業ガイダンス 
  日本の産業構造や就業構造、職業分類等を理解させるとともに、各

職業内容や社会人としての資質等について講師や先輩等の講演、企業

見学等により体験的に認識させることにより社会人としての心構えや

ビジネスの諸活動について理解させる。また、地域経済や地場産業等

の実態についても理解させ、望ましい職業観を養い将来の進路設計を

明確にする。 
３．専門教科基礎学習 
  コンピュータに関する基礎・基本を学習することにより、情報リテ

ラシーを高めるとともに、専門科目履修の意欲の高揚を図る。 
４．ビジネス基礎学習 
   ビジネス一般に関する基礎的な知識と技術を習得させ、経済社会

の一員としての心構えやビジネスの諸活動に適切に対応する能力を

と態度を養う。 
５．コミュニケーション能力 
   様々なケースを想定したロールプレイングやボランティア活動を 
通して自己認識や価値観を体験的に理解させ、自然言語や情報機器 
を利用した表現手法について学習し、自己表現力の向上と効用につ

いて理解させる。 
 

学
習
内
容 

1 学期 

 
1. 専門教科の履修ガイダンス 
2. ネットワーク利用ガイダンス（セキュリティとネチケット） 
3. Internetガイダンス（E-mail） 
4. MyHomePage作成（HTML言語） 
5. Computerの基礎（Hard編）（Computer Spec） 
6. 職業ガイダンス 
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2 学期 

 
1. 経済生活とビジネス 
2. Internet活用 
3. コンピュータ基礎（Soft編） 
4. ビジネスと流通活動 
5. ビジネスと売買取引 
6. ビジネス計算 
7. ビジネス文書 
8. ビジネスゲーム 
9. 社会福祉（ボランティア） 
 

 

3 学期 

 
1. コミュニケーション 
2. プレゼンテーション手法 
 

備  考 
 職業ガイダンスについては、講師や卒業生、教諭等多くの人に依頼

し、随時実施していく。 

 

  【 情 報 会 計 科 】 

情  報  会  計  科 

科 目 名 ビジネス基礎 履修学年 １年 単位数 ３ 

学習の目的 

 
１．専門教科履修ガイダンス 
専門高校で学習する意義と本校で履修する各専門教科の学習内容や

学習体系を理解し、自己の進路実現に向けての学習目標や履修計画を

設定させる。 
２．職業ガイダンス 
  日本の産業構造や就業構造、職業分類等を理解させるとともに、各

職業内容や社会人としての資質等について講師や先輩等の講演、企業

見学等により体験的に認識させることにより社会人としての心構えや

ビジネスの諸活動について理解させる。また、地域経済や地場産業等

の実態についても理解させ、望ましい職業観を養い将来の進路設計を

明確にする。 
３．専門教科基礎学習 
  簿記に関する基礎・基本を学習することにより、会計リテラシーを

高めるとともに、専門科目履修の意欲の高揚を図る。 
４．ビジネス基礎学習 
   ビジネス一般に関する基礎的な知識と技術を習得させ、経済社会

の一員としての心構えやビジネスの諸活動に適切に対応する能力を

と態度を養う。 
５．コミュニケーション能力 
   様々なケースを想定したロールプレイングやボランティア活動を 
通して自己認識や価値観を体験的に理解させるとともに、英会話の

学習を通してコミュニケーションの心構えや、自己表現力の向上を

図る。 
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1 学期 

 
1.商業の学習ガイダンス 
2.ネットワーク利用ガイダンス 
3.ホームページ作成 
4.経済生活とビジネス 
5.職業ガイダンス 
 

2 学期 

 
1.ビジネスと流通経済 
2.ビジネスと売買取引 
3.社会福祉（ボランティア） 
 

学
習
内
容 

3 学期 
 
1.外国人とのコミュニケーション 
 

備  考 
 職業ガイダンスについては、講師や卒業生、教諭等多くの人に依頼

し、随時実施していく。 

 

 

（４）インターンシップ（職場体験学習）・ボランティア（社会奉仕活動）に関する計画 

 

① １年生は６月の企業見学を受けて、インターンシップの実施を１０月中旬に３日間計

画している。（２００１年１０月）３年生は、１年生が企業見学・２年生がボランティ

ア活動を実施する日に１日とその前後１日計２日間で２回目のインターンシップを、６

月中旬に計画している。（２００３年６月） 

 

１． 体験学習の目的 

（１） 働くことや創造することの喜びを体得させる。 

 

（２） 将来の進路への関心と自覚を促し、進路の選択・決定能力を養う。 

 

 

（３） 産業社会の活動に実際的・体験的に参加することにより、これまでに学んだ

学習内容の深化を図らせ、同時に産業界の進んだ知識や技術を習得させる。 

 

（４） 体験的な学習を通して、職業観・勤労観・倫理観等の育成を目指すとともに、

事故の特性を進路との関連において考察させる。（３年生のみの目的） 

  

２． 運営組織 

両学科の教員で、職場体験学習委員会を組織し、計画・立案・実施・運営を行う。 
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３． 取り組みの経過 

時    期 
内      容 

１学年 ３学年 

職業安定所・商工会議所への相談（須賀川・郡山） 
協力依頼状発送企業を決定 

６月中 ２月下旬 

受け入れ企業への協力依頼状の発送 
就業体験で必要となる名刺の作成 

７月上旬 ３月上旬 

協力企業受け入れ可否報告締切 ７月下旬 ３月中旬 

協力企業の確認（状況により再依頼） ８月中旬 ３月下旬 

 
協力企業最終確定 ８月中旬 ４月上旬 

協力企業への訪問（あいさつ） 
協力企業一覧を生徒に提示し、その企業について調べさせる 
（希望する協力企業に自分でアポイントを取り、その企業を

訪問し話を聞いてくる） 

８月下旬 ４月中旬 

両科合同の学科集会を実施し、概要の説明と協力企業の紹介

と体験先希望調査（第１回） 
９月上旬 ４月下旬 

体験先決定 ９月中旬 ５月上旬 

協力企業へ依頼状の発送（参加生徒の氏名の報告） 
第２回両科合同の学科集会 

９月下旬 ５月中旬 

職場体験実施 
礼状の発送（生徒が作成） 

１０月上旬 ５月下旬 

報告会の実施 １０月中旬 ６月中旬 

 

４． 体験学習の方法 

（１） 実習内容 

ア．事務に関する業務 

イ．営業・販売に関する業務 

ウ．製造に関する業務 

エ．その他の業務（保育・看護・介護） 

（２） 学習期間 

  １年生のインターンシップに関しては、基本的には、１０月中旬に実施するこ

とを計画している。また、３年生のインターンシップについては、６月中旬を予定

している。これは、近隣の普通高校で７年前から企業体験学習を実施しており、そ

の企業アンケートの結果によると、生徒の、受け入れ時期については、第一希望が

１０月、第二希望が６月であるということから、上記の日程にした。 
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（３） 実習協力企業 

  本校は、須賀川市の最北部に位置し、郡山市南部と背中合わせの位置にある。

このような位置関係から、須賀川市と郡山市の両方の職業安定所および、商工会

議所に協力を依頼する予定である。協力企業については、職場体験学習委員会の

委員が、直接、企業・事業所に依頼する予定である。 

 

（４） 対象生徒 

１年生は、商業系２学科全員約１６０名を予定。 

３年生は、商業系２学科全員約１６０名を予定。 

 

（５） 事前学習の取り組み方 

  １年生のインターンシップについては「ビジネス基礎」の授業の中で、十分な

事前指導を行う予定であるが、生徒のインターンシップに対する意識の高揚を図る

ため、２～３回両学科合同の科集会を実施する予定である。 

  3 年生のインターンシップについては２回目ということもあり、特別な事前指

導を実施する予定はないが、「総合実践」の授業の中で、マナーや礼法指導などに

ついては指導する予定である。 

 

（６）  損害保険への加入 

生徒の「被害」と「加害」の両方が考えられる。 

ア．生徒がけがをした場合は、日本体育学校保険と自転車保険の適用。 

イ．産業教育中央会の「インターンシップ・ボランティア活動賠償責任保

険」で、生徒一人２５０円で、対人１億円、対物２５０万円の補償。 

 

（７） その他 

ア．本校制服で出退勤（事業所より別途指示があればそれに従う） 

イ．実習は無報酬 

ウ．昼食は弁当持参 

 

５． インターンシップ終了後のまとめ 

（１） 実習体験報告会の開催 

ア．学年での報告会 

イ．１年生に対しての報告会 

（２） 実習報告書の作成 

（３） 感想文、アンケートの記入、礼状、暑中見舞い、年賀状の送付 
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②ボランティア活動についての活動計画 

    １年生が職場見学、３年生が２回目のインターンシップを実施する日に、２学年商業

系２学科約１６０名によるボランティア活動の実施を計画している。（２００３年６月） 

 

取り組みの経過 時   期 

商業系２年生４クラスで、今、自分たちにできるボランティアは何

か？をＬＨＲを使って考える機会を与える（班単位） 
４月中旬 

各班からの意見収集・調整 ４月下旬 

連休を利用し調査 ５月上旬 

具体的実施案提出 
受け入れ機関との調整（生徒） 

５月中旬 

報告書（用紙）の作成 ５月下旬 

実施 ６月中旬 

報告書の提出及び報告会の実施 ６月下旬 

 

２ １学期を振り返って 

   今年度より新入生に対して新しい教育課程での授業展開を行ったが、教育ビジョ  

ンや指導内容の確立、評価等の基本的な体制づくりがされないままの見切りスター  

トであったため十分な教育効果を期待できる段階ではないが、以下のような意見が  

あがった。 

   「簿記」科目については、１学期から検定範囲を意識していた昨年までとは違い、  

生徒の理解に応じてゆっくりとしたペースで進めることができ、生徒の新しい知識  

を吸収した満足感にも似た生きた表情を見ることができたことは、教師としてのや  

りがいを再認識させるものであった。 

   「情報処理」科目については、昨年までの情報関連科目の同時履修が整理された  

ことで、生徒の混乱もなく段階的な指導を展開することができた。 

 新設の「ビジネス基礎」科目は、学習内容や指導方針についての検討が十分行え   

ず、指導マニュアルも作成できなかったため、担当者によって異なる授業展開とな   

ってしまった。今回の改訂の趣旨を生かすためには、特にこの科目の位置づけが重   

要であるため、早急に意見の調整をし具体的マニュアルづくりに着手しなければな   

らない。 
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３ 意識の変容 

   新しい教育課程の大きな目標として、教師の持つ既存の商業教育概念と教育観の  

変容、新入生の専門科目学習の動機付け及び２学年次以降の進学コースと専門コー  

スの積極的選択をあげていた。まだ実施して４ヶ月足らずであり、このような大き  

な目標の達成について論ずるのは早計過ぎるが、教師の変容を図ることは容易なこ  

とではないようである。しかし、教師側の変容なしに生徒の変容は困難であること  

も事実で、今後十分な討議や意見調整を図りながら目標達成に努力していきたい。 
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☆ 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 今後の課題 
 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 今後の方向性 

２ 専門高校としての独自性 

３ 地域社会との連携 
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１ 今後の方向性 

   新学習指導要領では、現状の教育構造に対する危機感から高校教育の改善を求め  

る内容になっている。教育課程の弾力的編成や学校教育の弾力化を背景に、各学校  

の創意工夫による教育実践に期待を寄せている。本校では、この趣旨と新しい学習  

指導要領設定科目を先取りする形で教育課程や教育環境の見直しを行った。 

   新教育課程は今年から年次移行で展開されることになるが、職業観の育成と実社

会で役立つ知識と態度の育成を目指すことを基本理念としている。専門能力とし  

ては情報処理科、情報会計科とも「情報リテラシー」「会計リテラシー」「メディ  

アリテラシー」の３分野の基本能力を修得させ、その土台の上に情報処理科は「情  

報リテラシー」を深めるための学習を、情報会計科は「会計リテラシー」を深める  

ための学習を展開することになる。また、資格取得目標を適正化したことやゆとり  

ある単位数の設定により、従来十分ではなかった実習等の体験学習を多く取り入れ  

ることができ、実践力や創造力を高める指導が可能となった。今後はさらに教育効  

果を高めるための実習体系の検討を行ってその充実を図っていく予定である。 

   望ましい職業観や人格形成の教育の方法として、インターンシップやボランティ  

ア等の校外での活動を計画しているが、様々な制約がありまだ実施段階に至ってな  

い。しかし、高い教育効果が期待できるためネットワーク利用による手法を含め前  

向きに取り組んでいきたい。併せて、環境教育や国際理解教育等についても検討し  

ていく予定である。 

    また、両学科間の連携についても今回の改訂で相互協力体制が一部確立されたが、   

依然として多くの科目を担当しなければならない現状であるため、教員各個人の専   

門性を高め生徒に質の高い教育内容を提供するための教育体制を検討していかなけ   

ればならない。 

    本校での専門高校としてのあり方の模索は始まったばかりであり、生徒の実態や   

保護者、中学校、他の専門高校、企業等から広く意見を求めながらよりよい方向性   

を求め改善していきたい。 

 

２ 専門高校としての独自性  

   専門学校のほとんどが特色ある学科づくりを目指し様々な取り組みをしてきた。  

しかし、現在では学校毎の商業教育の明確なカラーを見分けることは難しくなって  

きている。 

   これは専門高校としての商業教育の多くが、上級資格を取得させる指導に傾倒し、  

COBOL 言語の習熟を中心とした「情報処理教育」にその主眼を置いているからで  

あろう。 

   新学習指導要領の施行に向けて、各高校とも対応する教育課程の編成作業を進め  

ている段階であると思われますが、専門高校としての商業教育のあり方を検討して  
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いただき、それぞれの専門高校・専門学科がお互いに競い合うような独自性を見い  

出せれば、今後の商業教育に一筋の光明が見えてくるのではないでしょうか。 

 

３ 地域社会との連携 

   高校は各家庭や中学校、企業、上級教育機関等からの信頼を受けていなければ機  

能を発揮することはできない。閉鎖的な学校敷地内だけでの教育指導では、十分な  

教育効果を得ることはできないのである。地域社会から信頼されて共存する存在で  

なければならないのである。そのためには、高校は地域に開かれた存在である必要  

がある。生徒の教育環境を充実させるためにも、高校から地域に対して様々なはた  

らきかけをしていく必要がある。 

   例えば、専門高校としての存在意義や専門教育の理解を得るための情報発信や、    

定期的な公開講座等の実施、地域行事への参加、地域の美化活動、地元企業へのイ  

ンターンシップ、ボランティア活動等のイベント型の連携を通して、専門高校とし  

ての存在意義や役割について認識してもらうことが大切である。 

   現在、新しい取り組みとして「総合実践」科目における地域連携を検討している。  

売買業者を中心とした、模擬実践形態では、実際の運営に生じる様々な問題やリス  

クも生じないため適正な緊張感や責任感を養うことが難しくなってきている。   

このため、地元商店街や商工会議所の協力を仰ぎ地域産品を対象としたネットワ  

ークビジネスをおこし、総合的なビジネス教育構想を検討している。一度挫折をみ  

た企画であり、解決しなければならない問題も多いが是非立ち上げて、地域の活性  

化や生徒の地元企業の理解を深めさせたい。 
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             おわりに 

 

研究発表にあたり、今後の商業教育を考えていく中で、教育の原点や教育課程の経緯の

時代背景を知ることの大切さに気づきました。特に、いままでの知識・技術習得を中心と

する能力育成から、課題解決を中心とした能力を身につけることが求められてきている今

日において、本校における教育課程の現状を再確認し、そのメリット、デメリットを確認

し、生徒の実態・地域社会の現状・今後の商業教育など多面的に推察し、新教育課程を踏

まえ２１世紀に向けての教育をどのように展開し、よりよい教育活動をどう展開していく

かをスタートさせる第一歩となったわけです。 

２１世紀をむかえようとしている今、本校が「情報高校」として創立以来手がけてきた

伝統と歴史を有効に活かし、新たな課題と問題を我々自身ひとりひとりが真剣に考え、行

動していくことの大切さを痛感いたしました。時間的な問題や労力を使いここまで研究す

ることができました。この研究は本校としてのビジョンとその取り組みをスタートさせた

わずかな実践でありますが、多くの学校が抱えている共通の課題でもあると思います。先

生方のご意見や各校の取り組みなどお聞かせ頂ければ幸いでございます。 

最後に、この研究活動に際し、多くの方々からのご協力を得ることができ貴重なご意見

や情報を頂くことができたことを深く感謝申し上げるとともに、これからもこの研究をよ

り発展させていきたいと考えております。 

               

             福 島 県 立 清 陵 情 報 高 等 学 校                     
             〒962-0403  

         福島県須賀川市大字滑川字西町１７９番地の６ 

                         TEL 0248-72-1515 

                         FAX 0248-72-5920 

               ﾎ-ﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ ：http://www.seiryojoho-h.ed.jp/  

               ﾒ ｰ ﾙ ｱ ﾄ ﾞ ﾚ ｽ       ：sjh@seiryojoho-h.ed.jp 

  【 お知らせ 】 

 

☆ 本資料は、本校のホームページに PDF 形式で掲載されておりますので、必要が

あれば自由にダウンロードして下さって結構です。 

☆ ホームページ上に、これからの Business 教育に関するアンケートも掲載してあ

りますので、よろしくご協力をお願いいたします。 

☆ 現在、商業の先生方の情報交換や学習指導のあり方等を考える「電子会議室」を

準備中です、是非ご参加くださいますようお願いいたします。 

  ※ 上記の件につきましてご質問等がございましたならば、渡邊までご連絡下さい。 

                            fumi-w@mail.seiryojoho-h.ed.jp 
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資料１ 本校の概要 

資料２ 新教育課程表 

資料３ 職場体験実習での必要書類 

資料４ 福島県高等学校教育研究会商業部会研究大

会でのアンケート集計結果 

資料５ 企業アンケート集計結果 



－資料１－1－ 

１． 本校の概要 

（１）位置  

    〒９６２－０４０３ 福島県須賀川市大字滑川字西町１７９番地の６ 

    電 話 ０２４８－７２－１５１５ 

    ＦＡＸ ０２４８－７２－５９２０ 

    テレホンサービス ０２４８－７３－００３０ 

    ホームページ   http://www.seiryojoho-h.ed.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）沿革 

   昭和６０年１０月 １日 福島県教育委員会、県中地区新設高校の概要発表                                    

   昭和６２年１０月 １日 福島県立郡山北工業高等学校内に開設準備事務局を発足 

昭和６２年１０月１３日 福島県教育委員会、県中地区新設高校の校名を｢福島県立

清陵情報高等学校（仮称）｣と発表 

昭和６３年 ４月 ８日 開校式、第１回入学式 

               記念植樹（県知事、教育長､入学生、職員） 

昭和６３年 ４月２８日 父母と教師の会並びに教育活動後援会設立 

昭和６３年 ６月 １日 教育方針並びに校訓｢英知・和・創造｣を制定 

昭和６３年１２月１４日 本校設置位置の経緯度標高確認（観測点は南正門前） 

            北緯３７°１９′４２″東経１４０°２２′２９″ 標高２４６ｍ  

   平成 元年 ３月１５日 校舎新築第二期工事竣工 

平成 元年 ４月 ８日 本校正面市道 5520 号線｢通称 清陵通り｣の開通式 

平成 元年１０月１３日 本校創立記念日と制定 

平成 ２年 ３月２９日 校歌制定記念発表会（須賀川文化センター） 

平成 ２年１０月２６日 校舎落成記念式典挙行 

平成 ２年１０月２７日～２９日 第一回学校祭｢清陵祭｣と命名して開催 



―資料１―2－ 

平成 ３年 ２月２８日 同窓会設立 

平成 ３年 ３月 １日 第１回卒業証書授与式（359 名） 

平成 ４年 ４月 １日 平成４・５年福島県教育委員会指定研究学校（生徒指導） 

              『人間としての在り方生き方』についての研究対象校指定 

平成 ５年 ３月 ５日 水泳競技飛び込み用練習施設竣工 

平成 ５年１０月３０日～１１月 １日 第二回清陵祭開催 

平成 ５年１１月２５日 平成４・５年福島県教育委員会指定研究学校（生徒指導） 

『人間としての在り方生き方』についての研究成果発表 

平成 ６年 ６月２１日 父母と教師の会ＯＢによる本校支援団体『清翠会』発足 

平成 ７年 ３月２９日 第６７回選抜高校野球大会出場 

平成 ８年 ３月２７日 平成 8・9・10 年度福島県教育委員会「専門学科にお 

            ける大学等志願率向上モデル事業」モデル対象校指定 

平成 ８年 ５月３０日 平成 8・9・10 年度文部省へき地学校高度情報通信設備（マ

ルチメディア）活用方法研究開発事業・高度情報通信開

発実践協力校指定 

平成 ９年 ３月２４日 平成 9・10・11 年度福島県教育委員会「学力向上サクセ

スプラン事業」対象校指定 

平成 ９年 ４月 ９日 第 10 回入学式 

               情報電子科 80 名 電子機械科 80 名 情報処理科 80 名 

情報会計科 80 名 

平成 ９年１０月 ４日 「トレーニング施設・設備」竣工（60.6坪） 

平成 ９年１１月１５日 創立 10 周年記念式典 

平成１０年 ３月 １日 第 8 回卒業証書授与式（326 名） 

平成１０年 ４月 ９日 第 11 回入学式（320 名） 

               情報電子科 80 名 電子機械科 80 名 情報処理科 80 名 

情報会計科 80 名 

平成１０年 ７月２２日 平成 10 年～12 年度文部省「光ファイバーによる学校ネッ

トワーク活用方法研究開発事業」実践研究校指定 

平成１１年 ３月 １日 第 9 回卒業証書授与式（306 名） 

平成１１年 ４月 ９日 第 12 回入学式（320 名） 

情報電子科 80 名 電子機械科 80 名 情報処理科 80 名 

情報会計科 80 名 

平成１２年 ３月 １日 第 10 回卒業証書授与式（313 名） 

平成１２年 ４月１０日 第 13 回入学式（320 名） 

情報電子科 80 名 電子機械科 80 名 情報処理科 80 名 

情報会計科 80 名 



―資料１―3－ 

（３）教育方針・教育目標・努力目標 

 ３－１教育方針 

  教育基本法並びに学校教育法の精神を呈し、国家及び社会の有為な形成者としての資 

 質を養い心身共に健全で品位と礼節を重んずる、心豊かな人間性の育成をめざす。 

さらに普通教育・専門教育及び特別活動等の特色ある教育を通して、生徒一人一人の個 

性と能力の伸長をはかるとともに、希望進路に応じた自己実現が達成されるように努め 

る。 

 ３－２教育目標 

１）徳育・体育を重視し、心身共に健全で英知あふれる心豊かな人間性を育成する。 

２）自主・自律の態度を育み、勤労を尊び責任を重んずる、視野の広い調和のとれ 

  た連帯心豊かな社会性を育成する。 

３）情報に関する知識・技術を習得し、高度情報化社会に適応できる、創造性豊かな専

門性を育成する。 

 ３－３努力目標 

１）職員・生徒協力による良き校風・良き伝統を築く。 

２）自主自律を基に、自ら主体的に学ぶ、自己教育力を育む。 

３）自己実現の基礎となる学力の向上に努める。 

４）部活や資格取得等へ積極的に挑戦させ、個性と能力の伸長をめざす。 

５）公共施設の正しい利用と、人命尊重の学校災害・事故防止に努める。 

６）文部省、県教育委員会指定事業の目標を達成できるよう全職員で努力する。 

７）校内情報ネットワークの構築と活用推進 

 ３－４各学科の努力目標と努力事項 

 【情報電子科】 

  ◎努力目標 

高度情報通信に対応できる人材を育成するため、情報通信技術のもとになる電子技術 

に関する学習を通して、計測・制御および情報通信についての知識と技術を習得させ 

主体的に情報手段を活用する能力と態度を養う。 

  ◎努力事項 

ア．特色ある情技術教育を実践するための教材開発に努める。 

イ．第二種情報処理技術者試験などの資格取得を推進し、その指導システムを確立 

  する。 

ウ．個別指導の場面を効果的にとらえ、進路意識の高揚を図り、個性を開花させる

進路選択ができるよう援助する。 

エ．生徒とのコミュニケ－ションを密にして、基本的生活習慣を育成するとともに、

勤労に対する正しい意識と態度を養う。 

オ．学科の目標を達成できるようなコンピ－タシステムの効果的活用に努める。 



―資料１―4－ 

【電子機械科】 

 ◎努力目標 

電子・機械技術の進展に対応できる人材を育成するため、情報技術をベースとした電 

子技術と機械技術に関する学習を通して、先端生産システムについての知識と技術を 

養う。 

 ◎努力事項 

ア．メカトロニクス技術・ＦＡ技術及び情報技術等の研修と指導を推進し、コンピ 

  ュ－タに関する知識・技術の向上に努める。 

  イ．教材研究及び教材開発をすすめ、教育内容の深化と充実に努める。 

ウ．生徒の資格取得指導を徹底し、専門知識を深め、自己の進路設計に対する正し 

  い態度を養う。 

  エ．生徒の礼節指導を徹底し、自己の進路実現に適した精神と態度を養う。 

  オ．学科目標の達成のために、生徒の意識高揚を図る研究を推進する。    

【情報処理科】 

 ◎努力目標 

高度情報化社会の進展に対応できる人材を育成するため、社会のあらゆる情報から必 

要かつ価値ある情報を見いだす手段としてコンピュータを利用し、情報を分析できる 

能力を養う。 

 ◎努力事項 

ア．学科の目標の具現化を図り、その実践に努める。 

イ．目標を持って計画的に学習する習慣を身に付けさせ、生徒の資格取得を奨励し、

学習意欲の向上に努める。 

ウ．施設設備の充実を図り、教材の研究と開発に努める。 

エ．基本的生活習慣の確立と豊かな人格の育成に努める。 

オ．新学習指導要領の新科目の実施にむけて、指導内容・指導方法の研究に努める。 

【情報会計科】 

 ◎努力目標 

簿記会計・情報処理に関する知識技術を習得させ、高度情報化社会における会計事務 

全般に対応できる能力を育てる。 

 ◎努力事項 

ア．専門教科の指導内容を精選し、効果的な学習指導法の研究に努める。 

イ．情報機器簡易ソフトの、より効果的な教材的活用法の研究に努める。 

ウ．自発的な学習態度を養い、各種資格取得を奨励し、指導の徹底を図る。 

エ．基本的な生活習慣の確立と人間性豊かな生徒の育成に努める。 

オ．新学習指導要領の新科目の実施にむけて、指導内容の精選と指導方法の研究に

努める。 
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（４）志願者数の推移 

 入試倍率 
一般入試 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 
情報処理科 1.19 1.19 1.09 1.09 1.22 1.06 0.84 0.86 1.00 1.00 1.28 1.13 1.39 
情報会計科 1.67 1.35 1.59 1.37 1.65 1.14 0.88 0.88 0.96 0.96 1.59 0.96 1.50 

 
推薦入試 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 
情報処理科 2.00 1.00 2.00 1.89 1.89 2.30 1.96 1.59 1.54 1.32 1.50 1.68 1.94 
情報会計科 1.79 1.03 1.60 2.11 2.30 1.70 1.77 1.15 1.87 1.07 1.26 1.00 1.18 

 

 

（５）生徒在籍者数 
 １ 年 ２ 年 ３ 年 合 計 

情報電子科 ８１（ １２） ８０（ １４） ７８（ １１） ２３９（ ３７） 
電子機械科 ８１（  １） ８１（  １） ７７（  ２） ２３９（  ４） 
情報処理科 ８１（ ３９） ８０（ ４５） ７９（ ５４） ２４０（１３８） 
情報会計科 ８０（ ６５） ８０（ ６６） ７７（ ６７） ２３７（１９８） 
合   計 ３２３（１１７） ３２１（１２６） ３１１（１３４） ９５５（３７７） 

 

（６） 部活動等 

   ◎運動部 

     野球部・サッカ－部・ソフトテニス部・陸上部・バスケットボ－ル部 

     バレ－ボ－ル部・ハンドボ－ル部・バドミントン部・体操部・柔道部 

     剣道部・空手道部・山岳部・水泳部・卓球部 

   ◎文化部 

     吹奏楽部・合唱部・囲碁将棋部・情報通信部・ワ－プロ部・計算技術部 

     商業研究部・茶道部・華道部・園芸部・科学部・英会話部・美術部・文芸部 

     メカトロ部 

   ◎同好会 

     ゴルフ同好会・写真同好会 
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２．研究の目的と背景 

（１）高等学校学習指導要領改訂について 

ア．改訂の経緯 

今日の高度情報・国際化や科学技術の進展、少子高齢化社会の到来など、日々、 

    大きく変化する社会を生きる人材を育てるための教育の在り方が問われている。 

平成８年７月の中央教育審議会第一次答申 

・ ｢ゆとり｣の中で自ら学び自ら考える力＝｢生きる力｣の育成 

・ 教育内容の厳選と基礎・基本の徹底を図る。 

・ 一人一人の個性を生かす教育の推進を図る。 

・ 豊かな人間性とたくましい体をはぐくむための教育。 

・ 横断的・総合的な指導を推進するため｢総合的な学習の時間｣を新設。 

・ 完全学校週五日制の導入。 

平成８年８月 

・ 文部大臣が教育課程審議会へ｢教育課程の基準の改善について｣の諮問を 

実施。 

平成９年５月 

・ 文部大臣から理科教育及び産業教育審議会に対し、｢今後の専門高校にお

ける教育の在り方等について｣諮問を行った。完成教育としての職業教育

ではなく、生涯学習の視点を踏まえた教育のあり方。 

・ 技術革新､国際化､情報化､少子高齢化等による社会の変化・産業の動向に 

適切に対応できるための新たな教科の創設。 

平成１０年７月（理産審答申） 

・ 将来のスペシャリストとして必要な専門性の基礎・基本の重視。 

・ 新教科｢情報｣｢福祉｣の創設。 

・ 生徒の多様な実態に対応し、学習の選択幅の拡大と生徒一人一人の個性を

伸ばす教育。 

・ 専門高校と地域や産業とのパートナーシップの確立。 

・ 専門高校卒業後に学習する継続教育機関との連携の推進。 

・ 各学校の創意工夫を生かした特色ある教育の展開。 

     平成１０年７月（教育課程審議会答申） 

・ 豊かな人間性や社会性、国際社会に生きる日本人としての自覚を育成。 

・ 自ら学び、自ら考える力を育成。 

・ ゆとりのある教育活動。基礎・基本の確実な定着。個性を生かす教育。 

・ 各学校が創意工夫を生かし特色ある教育､特色ある学校づくりを進める。 

      

     これらの答申を踏まえ、平成１１年３月学習指導要領の全面的改訂がなされた。 
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イ．改訂の趣旨 

教育課程審議会の答申を踏まえ、新学習指導要領は、 

・ すべての生徒が共通に学習する必履修教科・科目の最低単位数の縮減。 

・ 学校や生徒の選択の幅を広げ、選択科目や各学校が独自に設ける学校設定

教科・科目の履修ができる教育の展開。 

     さらに、教育課程審議会の答申の中で、職業に関する改善については、 

・ 産業構造・就業構造の変化、科学技術の高度化、情報化、国際化、少子高

齢化などの社会の変化や産業の動向に適切に対応する。 

・ 生徒一人一人の多様な個性を生かすため、生徒の選択幅を拡大する。 

ア．生涯学習の支店を踏まえつつ、スペシャリストとして必要な専門性 

  の基礎的・基本的な知識、技術を確実に習得させるため、内容の精 

  選と共に実験・実習等の実際的、体験的な学習の充実。 

イ．生徒一人一人の多様な個性を生かすため、生徒の選択幅を拡大し、原

則履修科目の在り方を見直す。 

ウ．高齢化の進展に伴い、介護福祉士などの福祉に関する人材の養成の 

  必要性から、教科「福祉」を新設する。 

エ．高度情報通新社会における情報関連人材の養成の必要性から、教科 

「情報」を新設する。 

オ．専門高校と地域や産業界との間に双方向の協力関係（パ－トナ－シ 

  ップ）を確立し、連携しながら教育活動を展開できるようにする。 

カ．各教科・科目の内容の程度・範囲及び配慮事項等を具体的に記述する。 

     また、商業については、次のように示された。 

・ 経済社会の変化に柔軟に対応できる人材の育成を図る観点から、     

ア．実践的な語学力、情報・会計リテラシーなど、ビジネスの基礎・基 

  本についての内容の充実を図る。 

イ．情報化の進展への対応して、購買・販売・財務等の経営情報の処理 

  と活用に関する内容の改善を図る。 

 教科の目標については、経済の国際化やサービス化の進展に対応する観点からビ 

ジネス教育の視点が明確にされた。 

 以上のような経過を経て、平成元年（１９８８年）以来１０年ぶりに改訂された。 

従来の完成教育から、生涯教育・継続教育へと視点が変化し、｢ゆとり｣のなかで地

域や学校の実態､課程や学科の特色、生徒の特性等を考慮した｢特色のある教育｣を推

し進め、生徒に｢生きる力｣を育むことをねらいとしている。しかしながら、平成１

４（２００２年）年度から学校週５日制が実施され、週あたりの標準単位数が３２

から３０単位と減り、しかも、卒業に必要な単位数も８０単位以上から７４単位以

上と縮減された。このような限られた時間の中で、従来にも増して魅力ある２１世
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紀に向けた、ビジネス教育を推し進めるための教育課程はどうあるべきかをこの研

究で考察し、それが一つの糸口になればと考える。  

   



情報処理科                  
必          　　　　　　　　　　　　入学年度
選   　　教科    　 科目              学年 １ ２ ３ １ ２ ３ １ ２ ３

国語Ⅰ      ４ ４ ４
国語Ⅱ      ３ ２ ２ ３ ２ ３
世界史Ａ      　２＊ ２ ２
日本史Ａ        ２＊   ２＊ ２

必 地理Ａ      
公 民 現代社会      　３＊ 　３＊ 　３＊

数学Ⅰ      ２ １ ２ １ ２ １
修 数学Ⅱ      ２ ２ ２

数学Ａ      ２ ２ ２
化学ⅠＡ      ２

教 生物ⅠＢ      ３ ３ ３
物理　I A ２ ２

保 健体育      ２ ２ ３ ２ ２ ３ ２ ２ ３
科 体 育保健        １＊ 　１＊ 　 　１＊ 　１＊ 1 　１＊

音楽Ⅰ      ２ ２ ２
美術Ⅰ      

・ 英語Ⅰ        ３＊ ４ ４
英語Ⅱ        ３＊   ２＊   ４＊   ２＊ ４   ２＊
ＯＣＡ        ２＊   ２＊   ２＊

科 家 庭生活一般        ２＊   ２＊   ２＊   ２＊ ２   ２＊
必修普通科目小計 ２０ １９ １４ ２０ １９ １６ ２０ １９ １６

工 業情報処理技術        ３ ３
目 簿記      ４ ３ ３

情報処理      ４ ４ ３ ３
工業簿記        ２ ２
会計        ３ ３
プログラミング         ２ ２ ３ ２ ３
総合実践      ３ ３ ３
課題研究      ４ ２ ２
情　報　管　理   ２ ２
ﾋﾞｼﾞﾈｽ基礎 ３ 　
ﾋﾞｼﾞﾈｽ情報 ２

必修選択科目小計 １１ ８ ７ １１ ８ ７ １１ ８ ７

国語表現       ２Ｅ  ２Ｅ  ２Ｅ
選 現代文       ２Ａ  ２Ｃ  ２Ａ  ２Ｃ ２Ａ  ２Ｃ

数学Ⅱ       ２Ａ  ２Ａ
択 数学Ａ       

数学Ｂ       ２Ｃ  ２Ｃ  ２Ｃ
教 英 語リーディング       ２Ｂ 2D･2F  ２Ｂ 2D・2F  ２Ｂ 2D・2F

流通経済        ２Ｂ  ２Ｂ
科 文書処理        ２Ａ  ２Ａ

経営情報        ２Ｃ  ２Ｃ
コンピュータ応用  ２Ｄ ２Ｄ

・ 商業経済        ２Ｅ  ２Ｅ
商業法規        ２Ｆ  ２Ｆ
経済活動と法 2C･2E

科 簿記 2A・2B
文書デザイン 2A・2B 2D･2F
情報演習 2C･2E

目 情 報 マルチメディア表現 2D･2F  ２Ｄ ２Ｄ
選択普通科目小計          ０ ０～４ ０～８ ０ ０～４ ０～８ ０ ０～４ ０～８
選択専門科目小計          ０ ０～４ ０～８ ０ ０～４ ０～８ ０ ０～４ ０～８

普　通　科　目　合　計           ２０ 19～23 14～22 ２０ 19～23 16～24 ２０ 19～23 16～24
専　門　科　目　合　計           １１  8～12  7～15 １１  8～12  7～15 １１  8～12  7～15
ホームルーム活動           １ １ １ １ １ １ １ １ １
ク　ラ　ブ　活　動           １ 　 １ １
合　　　　 　　　計           ３２ ３２ ３０ ３３ ３２ ３２ ３３ ３３ ３２
組　　　編　　　成            ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２

〔注記〕①地理A・日本史A及び芸術については、］から１科目を選択する。②選択科目については、進路希望

に応じてA～Fの組み合わせの中から１科目ずつ選択する。③＊印は文部省指定研究ネットワーク活用授業を含む　

数 学

商 業

芸 術

外 国 語

国 語

地 歴

数 学

理 科

商 業

平成１２年度 平成１１年度 平成１０年度

国 語
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情報会計科                                                             
必          　　　　　　　　　　　　入学年度
選   　　教科    　 科目              学年 １ ２ ３ １ ２ ３ １ ２ ３

国語Ⅰ      ４ ４ ４
国語Ⅱ      ３ ２ ２ ３ ２ ３
世界史Ａ      　２＊ ２ ２

必 日本史Ａ        ２＊   ２＊ ２
地理Ａ      

公 民 現代社会      　３＊ 　３＊ 　３＊
修 数学Ⅰ      ２ １ ２ １ ２ １

数学Ⅱ      ２ ２ ２
数学Ａ      ２ ２ ２

教 化学ⅠＡ      ２   
生物ⅠＢ      ３ ３ ３
物理　IA ２ ２

科 体育      ２ ２ ３ ２ ２ ３ ２ ２ ３
保健      　1＊   １＊ 　   １＊ 　１＊ １ 　１＊
音楽Ⅰ      ２ ２ ２

・ 美術Ⅰ      
英語Ⅰ        ３＊ ４ ４
英語Ⅱ        ３＊   ２＊   ４＊   ２＊ ４   ２＊

科 ＯＣＡ        ２＊   ２＊   ２＊
家 庭 生活一般        ２＊   ２＊   ２＊   ２＊ ２   ２＊
必修普通科目小計 ２０ １９ １４ ２０ １９ １６ ２０ １９ １６
目 工 業情報処理技術        ２ ２

流通経済 ２ ２
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ ２ ２
ﾋﾞｼﾞﾈｽ基礎 ３     
簿記      ５ ５ ５
情報処理      ３ ２ ２
原価計算 ４     
総合実践      ３ ２ ２
課題研究      ４ ３ ３
工業簿記        ３ ３
会計      ４   ３ ２ ３ ２

必修選択科目小計 １１ ８ ７ １１ ８ ７ １１ ８ ７
国語表現       ２Ｅ  ２Ｅ  ２Ｅ

選 現代文       ２Ａ  ２Ｃ  ２Ａ  ２Ｃ ２Ａ  ２Ｃ
数学Ⅱ       ２Ａ  ２Ａ

択 数学Ａ      ２Ａ
数学Ｂ       ２Ｃ  ２Ｃ  ２Ｃ

教 英 語リーディング       ２Ｂ 2D・2F  ２Ｂ 2D・2F  ２Ｂ 2D・2F
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ 2A･2B   

科 情報管理       ２Ａ  ２Ａ  ２Ａ
経済活動と法  ２Ｄ   
国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ  ２Ｄ   

・ 文書デザイン  ２Ｆ   
会計実務  ２Ｃ   
商業技術  ２Ｂ     

科 ﾋﾞｼﾞﾈｽ情報 2D・2F   
文書処理 ２Ｅ ２Ｂ ２Ｅ ２Ｂ ２Ｅ
計算事務 ２Ａ ２Ａ

目 マーケティング ２Ｄ ２Ｄ
商業経済 ２Ｄ ２Ｄ
商業法規 ２Ｆ ２Ｆ
経営情報 ２Ｅ ２Ｅ
税務会計 ２Ｃ ２Ｃ

情 報マルチメディア表現  ２Ｅ  ２Ｅ ２Ｅ
選択普通科目小計          ０ ０～４ ０～８ ０ ０～４ ０～８ ０ ０～４ ０～８
選択専門科目小計          ０ ０～４ ０～８ ０ ０～４ ０～８ ０ ０～４ ０～８

普　通　科　目　合　計           ２０ 19～23 14～22 ２０ 19～23 16～24 ２０ 19～23 16～24
専　門　科　目　合　計           １１  8～12  7～15 １１  8～12  7～15 １１  8～12  7～15
ホームルーム活動           １ １ １ １ １ １ １ １ １
ク　ラ　ブ　活　動           １ 　 　 １ １
合　　 　　　　　計           ３２ ３２ ３０ ３３ ３２ ３２ ３３ ３３ ３２
組　　　編　　　成            ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２
〔注記〕①地理A・日本史A及び芸術については、］から１科目を選択する。②選択科目については、進路希望
に応じてA～Fの組み合わせの中から１科目ずつ選択する。③＊印は文部省指定研究ネットワーク活用授業を含む　

数 学

商 業

芸 術

外 国 語

商 業

国 語

地 歴

数 学

理 科

保 健

平成１２年度 平成１１年度 平成１０年度

国 語

－資料２－２－



実習先との打ち合わせ  

指導担当者 役職（       ）  氏名（             ） 

実習期間の確認 平成   年   月   日（  ）～   日（  ）   日間 

会社の休業日 月   日（  ） 

勤務時間 
（実習時間） 

開始時間（  ：  ） 昼食（  ：  ） 終業時間（  ：  ） 

服装について  

持参すべきもの  

注意事項・その他 

 



実習先の概要  

名     称  

所  在  地  

代  表  者 役職名  氏名  

主な事業内容  

従 業 員 数  

 

組 織 構 成 
 
 
組織図 

 
 
役職名等 

 
 
 
 
 
 

 

 

一日の業務日程 
 

始業時間 
昼食・休憩時間 
終業時間 
朝礼・定例会・安全点検など 

 
 

 

 

その他 
 
 

創立記念日 
 
 

社長社訓とその意味 
 
 

資本金 
 
 

会社の行事等 
 

 



職場実習出勤表  

 

高等学校 

 

科    組 

実習生氏名               

 

勤務時間 
月  日 曜日 

担当者 
確認印 

始 業 終 業 

備     考 
（該当項目に○印をつける） 

月  日 月  ： ： 定刻・遅刻・早退・欠勤 

月  日 火  ： ： 定刻・遅刻・早退・欠勤 

月  日 水  ： ： 定刻・遅刻・早退・欠勤 

月  日 木  ： ： 定刻・遅刻・早退・欠勤 

月  日 金  ： ： 定刻・遅刻・早退・欠勤 

備  考  



実習日誌  

平成   年   月   日（   ） 指導担当者検印  

時  間 実   習   内   容 

時 分～ 時 分  

時 分～ 時 分  

時 分～ 時 分  

時 分～ 時 分  

時 分～ 時 分  

時 分～ 時 分  

実習で使用した機器・帳

票類・装置・工具類等 
 

 

 

 

 

感想及び反省 

 

  

  

実習にあたっての準備・心構えはできていたか Ａ Ｂ Ｃ 

身だしなみはきちんとしていたか Ａ Ｂ Ｃ 

素直な態度で実習に臨めたか Ａ Ｂ Ｃ 

責任をもって仕事を果たすことができたか Ａ Ｂ Ｃ 

自 己 評 価 

わからないことは積極的に質問し、理解しようとしたか Ａ Ｂ Ｃ 

明日の予定  

そ の 他  



男性 女性 無回答
性別 55 13 12

２０代 ３０代 ４０代 ５０代
年齢 13 28 16 22

県北 県中 県南 会津 いわき・相双

地区 15 9 16 18 21

商業 商業併設 総合 普通 その他 無回答
勤務種別 32 26 3 12 1 5

Ｑ１　日本の教育体制や教育構造についてどう思いますか？

1 2 3 無回答 計
87.5% 0.0% 8.8% 3.8% 100.0%

Ｑ２　教育で最も機能していないところは何だと思いますか？

1 2 3 4 無回答 計
60.0% 5.9% 8.2% 22.4% 3.5% 100.0%

Ｑ３　学習指導要領の改訂についての感想を教えて下さい。

1 2 3 無回答 計
17.5% 28.8% 52.5% 1.3% 100.0%

福島県高等学校教育研究会商業部会
研究大会でのアンケート集計結果

Ｑ１

87.4%

0.0%

8.8%
3.8% １．問題がおると思

う
２．問題ないと思う

３．考えたことがな

Ｑ２

60.0%

5.9%

8.2%

22.4%
3.5%

１．家庭

２．小・中学校

３．高等学校

４．文部省

無回答

Ｑ３

17.5%

28.8%
52.4%

1.3%

１．時代にあった改訂だと思う

２．もっと大きな改訂が必要だと思

う

３．改訂しても現状は変わらないと

思う

無回答

―資料４－１―



Ｑ４　専門高校で最も重視すべき指導は何であるとお考えですか？

1 2 3 4 無回答 計
43.8% 23.6% 24.7% 6.7% 1.1% 100.0%

Ｑ５　高等学校での商業教育は必要だと思いますか？

1 2 3 4 無回答 計
32.1% 59.3% 1.2% 6.2% 1.2% 100.0%

Ｑ６　商業教育の現状についてどう思いますか？

1 2 3 無回答 計
79.7% 6.3% 6.3% 7.6% 100.0%

Ｑ７　教育課程編成で重視されるものは何だと思いますか？

1 2 3 無回答 計
8.9% 75.9% 11.4% 3.8% 100.0%

Ｑ４

43.8%

23.6%

24.7%

6.7% 1.1%
１．学習指導

２．生活指導

３．進路指導

４．特別活動指導

無回答

Ｑ５

32.1%

59.3%

1.2%

6.2%
1.2%

１．是非、必要である

２．必要である

３．必要ではない

４．どちらともいえな

Ｑ６

79.8%

6.3%

6.3% 7.6% １．現状に不満を感じてい
る
２．現状に満足している

３．考えたことがない

Ｑ７

8.9%

75.9%

11.4% 3.8%
１．進学

２．専門

３．資格取得

無回答

―資料４－１―



Ｑ８　ＨＲで最も力を入れている指導を教えて下さい。

1 2 3 4 5 無回答 計
6.8% 6.8% 17.0% 55.7% 8.0% 5.7% 100.0%

Ｑ９　資格取得に対する考えを教えて下さい。

1 2 3 無回答 計
14.9% 25.3% 57.5% 2.3% 100.0%

Ｑ１０　進学指導で最も重視している指導を教えて下さい。

1 2 3 4 5 無回答 計
68.9% 4.9% 14.8% 3.3% 1.6% 6.6% 100.0%

Ｑ１１　就職指導で最も重視していることは何ですか？

1 2 3 4 5 6 無回答 計
12.9% 24.8% 33.7% 6.9% 5.9% 14.9% 1.0% 100.0%

Ｑ８

6.8% 6.8%

17.0%

55.7%

8.0% 5.7%

１．専門教科指導

２．進学指導

３．就職指導

４．生活指導

Ｑ９

14.9%

25.3%57.5%

2.3%
１．進路対
策
２．学習確
認
３．目標実
現

Ｑ１０

68.8%
4.9%

14.8%

3.3%

1.6%

6.6%
１．資格取得

２．定期考査

３．模擬試験

４．部活動

５．生徒会活動

６．ボランティア

Ｑ１１

12.9%

24.8%

33.7%

6.9%

5.9%

14.9% 1.0%

１．資格取得

２．出席状況

３．生活態度

４．定期考査

５．服装・頭髪

６．言葉遣い・礼儀

無回答

―資料４－１―



Ｑ１２　生徒指導で大切なものは何だと思いますか？

1 2 3 4 無回答 計
18.0% 11.2% 14.6% 56.2% 0.0% 100.0%

Ｑ１３　実施している学習評価の方法を教えて下さい。

1 2 3 4 無回答 計
5.0% 16.3% 8.8% 66.3% 3.8% 100.0%

Ｑ１４　今の生徒に求めるものは何だと思いますか？

1 2 3 4 5 6 7 無回答 計
25.0% 16.7% 15.8% 10.0% 8.3% 20.8% 3.3% 0.0% 100.0%

Ｑ１５　今の教員に足りないものは何だと思いますか？

1 2 3 4 5 6 7 無回答 計
23.3% 22.2% 13.3% 14.4% 11.1% 13.3% 1.1% 1.1% 100.0%

Ｑ１３

5.0%
16.3%

8.8%

66.2%

3.8%

１．相対比較を取り入れた評価

２．個人の能力別達成度評価

３．客観的データ評価

４．総合評価

無回答

Ｑ１５

23.3%

22.2%
13.3%

14.4%

11.1%

13.3% 1.1%1.1%

１．情熱

２．人間性
３．協調性

４．危機感
５．探求心

６．向上心
７．十分足りている

無回答

Ｑ１２

18.0%

11.2%

14.6%

56.2%

１．一貫性

２．共感的理解

３．毅然とした態
度
４．信頼関係

Ｑ１４

25.0%

16.7%
15.8%10.0%

8.3%

20.8%
3.3%

１．意欲

２．礼儀作法

３．自主性

４．社会性

５．協調性

６．忍耐力

７．公共心

―資料４－１―



Ｑ０１
平成１２年度の採用人数（正社員）をおしえてください
1 2 3 4 5 6 計
54.3% 19.8% 18.5% 1.2% 2.5% 3.7% 100.0%

・全体の約６０％の企業が平成１２年度の採用人数を５人以内と回答している。現在の県内の経済状況が
  予測できる。

Ｑ０２
平成１２年度の採用者の男女比率を教えて下さい
1 2 3 4 計
24.7% 24.7% 18.2% 32.5% 100.0%

・平成１２年度の採用人数の男女比率については、男女雇用機会均等法施行後かなり各企業に浸透し
  ているようである。

Ｑ０３
平成１２年度の採用者の「高校卒」と「大学・短大・専門学校卒」の割合を教えて下さい
1 2 3 4 5 6 計
43.2% 2.5% 14.8% 28.4% 8.6% 2.5% 100.0%

・平成１２年度の採用者に高卒者は採用しなかったと回答した企業は全体の約３％であるから、地元企
  業が高卒者の採用をひかえているというわけではないようだ。

企業アンケート集計結果　

Ｑ０１

54.3%

19.8%

18.5%

3.7%1.2% 2.5%
１．５人以内

２．１０人以
内
３．２０人以
内
４．３０人以
内
５．３１人以

Ｑ０２

24.7%

24.7%18.2%

32.5%
１．男子のみ

２．女子のみ

３．同じ割合

４．その他

Ｑ０３

43.2%

2.5%14.8%

28.4%

8.6% 2.5%

１．高校卒のみ

２．大学・短大・専門学校卒の
み
３．同じ割合

４．高卒が多い

５．大学・短大・専門学校卒が
多い

－資料５－８－



Ｑ０４
今後の採用動向を教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 計
24.1% 28.7% 1.9% 45.4% 100.0%

・高校生の新卒者を採用して教育するよりは、人材派遣センターや中途採用の人材で、実践経験の豊富
  な人材を求める企業が増加している傾向にあると考えられる。

Ｑ０５
来年度（平成１３年度）の高校卒業予定者に対する採用予定数を教えて下さい
1 2 3 計
46.9% 13.6% 39.5% 100.0%

・平成１３年度の採用予定者については、５０％以上の企業が採用予定なし、若しくは採用未定ということで、
  現在の雇用情勢を反映している数字と思われる。

Ｑ０６
採用にあたっては、何を重視するか教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 計
3.0% 23.3% 8.3% 2.6% 23.7% 10.9% 15.8% 10.9% 1.5% 100.0%

・専門的能力よりは、労働意欲や責任感・人間性を重視する傾向にある。

Ｑ０４

24.1%

28.7%1.9%

45.4%

１．高校生の採用を増やす

２．大学・短大・専門学校卒
の採用を増やす

３．パート・派遣社員を増や
す

４．能力主義で採用する

Ｑ０５

46.9%

13.6%

39.5%

１．採用予定がある

２．採用予定はない

３．未定

Ｑ０６

23.3%

8.3%

2.6%
23.7%

10.9%

15.8%

10.9% 3.0%1.5%

１．学歴

２．人間性

３．専門能力（資
格）
４．性別

５．意欲

－資料５－８－



Ｑ０７
高校卒の採用をする場合に、就学高校を選考の基準とするか教えて下さい
1 2 3 4 5 計
5.7% 18.4% 8.0% 4.6% 63.2% 100.0%

・企業は高卒者を採用する際、専門高校で学習した内容は、あまり重視しない傾向にあるようだが、現在
  本校のような専門高校で、どんな情報機器あるいはアプリケーションソフトを使って授業を行っているの
  かを理解してもらう必要がある。

Ｑ０８
高校卒を採用する際に、基本的マナー（礼儀・言葉遣等）は選考の基準とするか教えて下さい
1 2 3 計
76.5% 21.0% 2.5% 100.0%

・企業が、礼儀作法・言葉遣い等を重視する傾向にあるというのは、高卒者は、「即戦力」ではなく、ある
  程度時間をかけ、じっくり社員教育を行って育てていこうとする意図が伺われる。これらは全て、
  コミュニケーション能力に属するもとと思われる。

Ｑ０９
高校卒を採用する際に考慮される適性について教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 7 8 計
14.7% 6.0% 7.3% 3.0% 21.3% 18.0% 11.0% 18.7% 100.0%

・企業が高卒者を求める資質には、勤勉さ・積極性・健康・体力・責任感が挙げられる。これは、生徒の
  持っている職業観を判断の材料としていることが伺える。

Ｑ０７

5.7% 18.4%

8.0%

4.6%
63.2%

１．普通高校

２．専門高校（工業）

３．専門高校（商業）

４．専門校高校（その
他）

Ｑ０８

76.5%

21.0%
2.5%

１．重視する

２．やや考慮する

３．特に重視しな
い

Ｑ０９

14.7% 6.0%

7.3%

21.3%18.0%

11.0%

18.7%

3.0%

１．勤勉さ

２．社交性

３．創造性

４．忠誠心

５．積極性

６．健康・体力

７．粘り強さ

８．責任感

－資料５－８－



Ｑ１０
高校卒を採用する際に、考慮される所有資格は何か教えて下さい
1 2 3 4 5 6 7 8 9 計
11.6% 13.7% 10.5% 2.1% 2.1% 1.1% 2.1% 47.4% 9.5% 100.0%

・約３０％の企業が、商業の基本的資格については考慮すると回答してはいるが、約５０％の企業では、
  資格を考慮しないと回答している。つまり、本人の人間性を重視する傾向にあると考えられる。

Ｑ１１
採用にあたっては、コンピュータに関する能力はどの程度必要か教えて下さい
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 計
22.5% 25.6% 15.6% 5.0% 3.8% 7.5% 1.9% 3.8% 1.3% 1.9% 9.4% 1.9% 100.0%

・約７０％の企業がコンピュータの基本的操作能力（文書作成・表計算・キーボードからのデータ入力）を
  要求してはいるが、注目すべき点は、プログラム言語を扱える高校生を必要とする企業が全体の２％
  未満であるということである。

Ｑ１２
貴社では新入社員の研修にかける期間はどの位か教えて下さい
1 2 3 4 計
45.3% 20.0% 28.0% 6.7% 100.0%

・約５０％の企業が新入社員に対して１週間程度の研修を実施している。

Ｑ１０

11.6%

13.7%

10.5%

2.1%

2.1%

47.4%

9.5%

2.1% 1.1%

１．簿記検定

２．情報処理検定

３．ワープロ検定

４．英語検定

５．漢字検定

６．数学検定

７．電卓検定

８．考慮しない

９．その他

Ｑ１１

22.5%

25.6%
15.6%5.0%

3.8%

7.5%

1.9% 9.4%
1.9%

3.8%
1.3%

1.9%

１．キーボード入力ができる

２．ワープロソフトが扱える

３．表計算ソフトが扱える

４．データベースソフトが扱える

５．プレゼンテーションソフトが扱え

る

６．インターネットが扱える

７．プログラム言語が扱える

８．会計ソフトが扱える

Ｑ１２

45.3%

20.0%

28.0%

6.7%

１．１週間以内

２．２週間以内

３．１ヶ月以内

４．実施していな
い

－資料５－８－



Ｑ１３
新入社員の研修を実施する場合、研修生１人にかかる費用はおよそどのくらいか教えて下さい
1 2 3 4 5 計
22.7% 26.7% 26.7% 4.0% 20.0% 100.0%

・新入社員の研修費用は、約８０％の企業が１０万円以内ということで、経費節約の様子がうかがえる。

Ｑ１４
社員研修で重視する内容はどのようなものか教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 7 8 計
42.4% 35.1% 7.9% 0.7% 2.6% 0.0% 0.0% 11.3% 100.0%

・社員研修で重視するのは、仕事上の技術的なことよりは、ビジネスマナーや会社の機構について理解
  を深めることに重点が置かれているようである。つまり人間教育が中心のようである。

Ｑ１５
社員の資格取得を奨励しているかを教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 計
20.0% 25.0% 29.0% 26.0% 100.0%

・入社後の社員の資格取得については、約７５％の企業が奨励しており、資格取得による社員の資質の
  向上を目指していることが伺える。

Ｑ１３

22.7%

26.7%26.7%

4.0%

20.0%
１．１万円程度

２．５万円程度

３．１０万円程度

４．２０万円程度

５．その他

Ｑ１４

42.4%

35.1%

7.9%

2.6%

0.0%

0.7%

11.3%

0.0%

１．ビジネスマナー

２．会社の機構

３．コンピュータの基本操作

４．コンピュータソフトの利用技術
（市販ソフト）
５．コンピュータソフトの利用技術
（オリジナルソフト）
６．インターネット利用技術

７．サーバやネットワーク関連技術

８．その他

Ｑ１５

20.0%

25.0%
29.0%

26.0%

１．資格給制度を設けてい
る

２．資格取得助成制度を設
けている

３．奨励している

４．特に奨励していない

－資料５－８－



Ｑ１６
社員が保有していることが望ましい資格について教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
3.4% 9.8% 4.0% 4.0% 2.3% 1.1% 11.5% 4.0% 4.0% 0.0% 0.0% 4.0% 1.1%
14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26
0.6% 4.0% 2.9% 4.0% 13.2% 1.1% 2.9% 2.9% 0.6% 1.1% 3.4% 0.6% 0.6%
27 28 29 計
1.1% 1.1% 10.3% 100.0%

・業種・職種によって必要とされる資格（共通的な資格はない）は色々あるので分析は控えたい。  
  つまり、どんな業種でも、どんな職種でも共通して必要とされている資格はない。

Ｑ１７
社員に必要とされる専門能力について教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 計
32.0% 13.6% 1.0% 22.3% 19.4% 11.7% 100.0%

・特筆すべき事は、プログラム言語能力を必要とする企業は１％未満であるということである。

Ｑ１６

3.4% 9.8%

4.0%

4.0%

2.3%

1.1%

11.5%
4.0%

4.0%2.9%

4.0%

2.9%

2.9%

0.6%

1.1%

3.4%

0.6%

0.6%

1.1%

1.1%

10.3%

1.1%

13.2%

0.6%
4.0%

1.1%
0.0%

4.0%0.0%

１．簿記１級

２．簿記２級

３．簿記３級

４．第２種情報処理技術者

５．第１種情報処理技術者

６．ネットワークスペシャリスト

７．パソコン検定

８．システムアドミニストレーター

９．パソコン利用技術検定

１０．ＣＧ検定

１１．パソコンネットワーク利用技術試験

１２．販売士検定

１３．中小企業診断書

１４．行政書士

１５．英語検定

１６．ペン習字

１７．社会保険労務士

１８．危険物取扱者

１９．ワープロ１級

２０．ワープロ２級

２１．ワープロ３級

２２．電卓検定２級

２３．電卓検定３級

２４．宅建

２５．公認会計士

２６．司法書士

２７．漢字検定

２８．秘書検定

２９．その他

Ｑ１７

32.0%

13.6%1.0%22.3%

19.4%

11.7%

１．コンピュータ利用技術（ビジネスソ
フト）
２．ネットワーク利用技術

３．プログラミング言語

４．流通・経済知識

５．会計処理能力

６．その他

－資料５－８－



Ｑ１８
社員に必要とされるコンピュータ利用技術を教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
9.2% 25.4% 2.9% 28.9% 0.0% 1.2% 16.8% 6.4% 1.2% 2.3% 0.6% 1.2% 0.0%
14 15 16 計
0.0% 1.2% 2.9% 100.0%

・現在、企業で利用されているアプリケーションソフトは、ＷＯＲＤ・ＥＸＣＥＬが主流のようである。

Ｑ１９
高校教育で大切であると思われるものを教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 7 計
8.3% 9.5% 19.0% 10.7% 28.2% 23.4% 0.8% 100.0%

・約５０％以上の企業が高校教育に対して、専門的な知識よりも一般常識や礼儀作法が大切であると
  回答している。

Ｑ２０
現在の高校教育で欠けていると思われるものを教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 7 計
4.1% 2.1% 30.4% 5.2% 27.3% 28.9% 2.1% 100.0%

・Ｑ１９同様、約９０％の企業は、一般常識・礼儀作法に加え道徳教育も必要であると回答している。

Ｑ１８

9.2%

25.4%

2.9%

28.9%

16.8%

6.4%

0.0%

0.6%

1.2%

1.2% 2.9%
2.3%

1.2%

0.0%

0.0%1.2%

１．一太郎

２．ＷＯＲＤ

３．Ｌｏｕｔｕｓ１２

３

４．Ｅｘｃｅｌ

５．Ｆｒｅｅ　Ｌａｎ

ｃｅ

６．Ｐｏｗｅｒ　Ｐｏ

ｉｎｔ

７．Ｗｉｎｄｏｗｓ98

８．ＷｉｎｄｏｗｓＮ

Ｔ(2000)

９．ＣＯＢＯＬ

１０．Ｖｉｓｕａｌ

Ｂａｓｉｃ

１１．ＦＯＲＴＲＡＮ

Ｑ１９

8.3% 9.5%

19.0%

10.7%28.2%

23.4% 0.8%

１．普通教科の学習

２．専門教科の学習

３．道徳教育

４．部活動

５．一般常識（知
識）

Ｑ２０

4.1%2.1%

30.4%

5.2%27.3%

28.9%

2.1%

１．普通教科の学習

２．専門教科の学習

３．道徳教育

４．部活動

５．一般常識（知
識）

－資料５－８－



Ｑ２１
これからの専門高校に求められる教育内容はどのようなものだと思われるか教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 7 8 9 計
16.7% 0.5% 20.3% 14.1% 17.7% 9.9% 4.2% 16.1% 0.5% 100.0%

・専門高校に対して情報処理や簿記など専門的教育が必要であると回答している企業も約１８％あるが
  それ以上に道徳教育やコミュニケーション教育を求めている企業の数はそれを上回っている。

Ｑ２２
ネットワーク（社内ＬＡＮ・インターネット等）の導入状況を教えて下さい
1 2 3 計
75.3% 18.5% 6.2% 100.0%

・約７５％の企業が社内ＬＡＮ・インターネットを導入している。

Ｑ２３
貴社の業務でインターネットをどのように活用しているか教えて下さい（複数回答可）
1 2 3 4 5 6 7 計
16.9% 4.7% 26.7% 29.7% 15.1% 5.8% 1.2% 100.0%

・企業のインターネットの活用状況は、Ｅ－ｍａｉｌ・情報収集・宣伝広告等に活用している。

Ｑ２４
今後、簡単な問い合わせやアンケート等のご協力をお願いしてもよろしいでしょうか
ＮＯ ＹＥＳ 空白 計
25.9% 66.7% 7.4% 100.0%

Ｑ２１

16.7%

0.5%

20.3%

14.1%
17.7%

4.2%

16.1% 0.5%

9.9%

１．情報教育

２．簿記会計教育

３．道徳教育

４．個性伸長教育

５．コミュニケーション教
育
６．外国語教育

Ｑ２２

75.3%

18.5%
6.2%

１．導入している

２．検討中である

３．現在のところ導入予定はな
い

Ｑ２３

16.9%
4.7%

26.7%
29.7%

15.1%

5.8%

1.2%
１．取引業務

２．ネットワークバンキング

３．Ｅ-ｍａｉｌ

４．情報収集
５．広告宣伝

６．特に活用していない

７．その他

Ｑ２４

25.9%7.4% ＮＯ

ＹＥＳ

－資料５－８－



66.7%

ＹＥＳ

空白

－資料５－８－


